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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 本報告書中の売上高、受注高等については消費税等抜きで表示している。 

２ 潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載している。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第8号）を適用している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第107期 第108期 第109期 第110期 第111期

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月

売上高 (百万円) 119,251 109,026 121,238 145,264 209,125

経常利益 (百万円) 1,043 1,011 747 1,271 2,454

当期純利益 (百万円) △941 1,250 1,038 717 804

純資産額 (百万円) 41,236 43,646 44,068 44,389 50,943

総資産額 (百万円) 160,404 152,965 152,725 160,875 177,627

１株当たり純資産 (円) 189.14 200.22 202.26 203.72 199.38

１株当たり当期純利益 (円) △4.41 5.67 4.76 3.23 3.60

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.7 28.5 28.9 27.6 28.2

自己資本利益率 (％) △2.2 2.9 2.3 1.6 1.7

株価収益率 (倍) ― 27.3 31.0 65.0 45.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,257 2,486 681 △2,209 △1,716

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,030 4,512 5,265 7,845 △3,236

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △16,687 △8,125 △4,720 △6,011 3,753

現金および現金同等物 
の期末残高

(百万円) 9,115 7,887 9,173 8,645 7,814

従業員数 (名) 2,525 2,569 3,652 3,965 5,460



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 本報告書中の売上高、受注高等については消費税等抜きで表示している。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載している。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第8号）を適用している。 

５ 平成19年3月期における提出会社の経営指標等の大幅な変動は、平成18年4月1日付をもって、会社分割によ

り３事業会社に分割し、持株会社体制へ移行したことによるものである。 

  

回次 第107期 第108期 第109期 第110期 第111期

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月

売上高 (百万円) 76,370 71,148 82,141 97,213 2,283

経常利益 (百万円) 403 277 216 424 106

当期純利益 (百万円) △3,705 413 121 11 208

資本金 (百万円) 18,733 18,733 18,733 18,733 21,221

発行済株式総数 (千株) 217,966 217,966 217,966 217,966 251,126

純資産額 (百万円) 38,864 40,739 40,345 41,118 40,549

総資産額 (百万円) 125,894 125,101 124,720 129,216 106,384

１株当たり純資産 (円) 178.35 186.97 185.19 188.76 161.48

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

0

(0)

1.00

(0)

1.00

(0)

1.50

(0)

2.00

(0)

１株当たり当期純利益 (円) △17.00 1.89 0.55 0.05 0.93

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.9 32.6 32.3 31.8 38.1

自己資本利益率 (％) △9.0 1.0 0.3 0.0 0.5

株価収益率 (倍) ― 82.0 264.7 4,143.3 176.6

配当性向 (％) ― 52.6 178.8 2,959.5 214.1

従業員数 (名) 786 833 796 781 47



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 略歴

昭和11年５月 東京電気株式会社(現株式会社東芝)より独立、資本金100万円をもって川崎市に設立

  12年８月 裸銅線製造販売開始

  24年４月 大阪販売店、仙台・福岡・名古屋出張所設置

    ５月 東京証券取引所に株式上場

  25年９月 建設業(電気工事)開始

  26年９月 札幌販売店設置

  35年10月 広島出張所設置

  36年12月 相模原工場完成

  42年11月 東京都港区に本社事務所を開設

  43年５月 三重工場完成

  44年３月 相模原市に電子部工場新設

  47年８月 仙台工場完成

  48年９月 当社初の転換社債を発行

  54年６月 当社初の外貨建転換社債を発行

  62年７月 決算期を4月末日より3月31日に変更

  63年２月 当社初の外貨建新株引受権付社債を発行

平成２年４月 海老名工場完成

  ７年６月 愛知工場完成

  14年７月 電力用電線・ケーブル事業を株式会社エクシムに営業譲渡

  18年４月 会社分割を実施し、持株会社体制へ移行

（デバイス事業を昭和電線デバイステクノロジー株式会社に、コミュニケーションシステム事業

およびエネルギーシステム事業を昭和電線ケーブルシステム株式会社に、グループ会社の業務

サポート部門を昭和ビジネスサポート株式会社（現昭和電線ビジネスソリューション株式会

社）に承継）

商号を「昭和電線電纜株式会社」から「昭和電線ホールディングス株式会社」に変更

本店所在地を川崎市から東京都港区に変更



３ 【事業の内容】 

当社および当社の主要な関係会社の、事業の種類別セグメントとの関連における事業内容および当該事
業に係る位置付けは、次のとおりである。 
  

（コミュニケーションシステム事業） 
当事業では、主に光ファイバケーブル、通信ケーブル等の製造販売および通信工事、光無線ＬＡＮシス

テムの設計・請負等を行っている。 
 製造販売会社として昭和電線ケーブルシステム㈱、冨士電線㈱、青森昭和電線㈱、宮崎電線工業㈱等、
販売会社として㈱ＳＤＳ、㈱ケイ・エス・デー、その他の会社として㈱アクシオがある。 
  

（デバイス事業） 
当事業では、主に精密デバイス（ローラ）、振動制御機器、ワイヤハーネス（電子ワイヤ）等の製造販

売を行っている。 
 製造販売会社として昭和電線デバイステクノロジー㈱、㈱ダイジ、日伸電線㈱、㈱ワイ・エス・デー、
嘉興昭和機電有限公司、SWCC SHOWA (VIETNAM) CO., LTD.、杭州富通昭和線纜配件有限公司、東莞昭和機
電有限公司、福清昭和成鴻電子有限公司、香港昭和有限公司、販売会社として㈱ＳＤＳがある。 
  

（エネルギーシステム事業他） 
当事業では、主に電力ケーブル、電線、電力機器、巻線の製造販売および電力工事の設計・請負、超電

導事業、環境関連事業等を行っている。 
 製造販売会社として昭和電線ケーブルシステム㈱、冨士電線㈱、㈱エクシム、昭光機器工業㈱、多摩川
電線㈱、㈱ユニマック、吉田電線㈱、販売会社として㈱ＳＤＳ、㈱ケイ・エス・デー、安川電材㈱、その
他の会社として昭和電線ビジネスソリューション㈱、㈱エステック、昭和電線工事㈱、昭和リサイクル
㈱、㈱ロジス・ワークス等がある。 
  
事業の系統図は次のとおりである。（平成19年3月31日現在） 
＊は持分法適用会社、その他は全て連結子会社である。 
太字の会社は持株会社の直轄子会社、斜体文字の会社はセグメントを重複している会社を示している。
  

 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権
の所有 
(または 
被所有) 
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

昭和電線ケーブルシステ
ム㈱

東京都 
港区

10,000

コミュニケーシ
ョンシステム事
業       
エネルギーシス
テム事業他

100
経営管理を行っている。
兼任５名(当社役員３名、当社従業員２名)、転籍６名 
資金援助あり

昭和電線デバイステクノ
ロジー㈱

東京都 
港区

2,500 デバイス事業 100
経営管理を行っている。
兼任５名(当社役員３名、当社従業員２名)、転籍３名 
資金援助あり

㈱エクシム
東京都 
港区

849
エネルギーシス
テム事業他

60
 (60)

兼任２名(当社役員１名、当社従業員１名)、転籍４名 
資金援助あり

㈱ダイジ
兵庫県 
尼崎市

480 デバイス事業 100
経営管理を行っている。
兼任４名(当社役員２名、当社従業員２名)、転籍１名 
資金援助あり

㈱ユニマック
三重県 
いなべ市

480
エネルギーシス
テム事業他

55
(55)

兼任１名(当社従業員１名)、転籍４名 
資金援助あり

冨士電線㈱
神奈川県 
伊勢原市

318

コミュニケーシ
ョンシステム事
業 
エネルギーシス
テム事業他

100
経営管理を行っている。
兼任３名(当社役員２名、当社従業員１名)、転籍３名

㈱アクシオ
東京都 
港区

260
コミュニケーシ
ョンシステム事
業

100
経営管理を行っている。
兼任３名(当社役員２名、当社従業員１名)、転籍３名 
資金援助あり

宮崎電線工業㈱
川崎市 
川崎区

150
コミュニケーシ
ョンシステム事
業

100
 (100)

経営管理を行っている。
兼任２名(当社役員１名、当社従業員１名)、転籍４名 
資金援助あり

昭和電線ビジネスソリュ
ーション㈱

川崎市 
川崎区

100
エネルギーシス
テム事業他

100
サポート業務を委託している。
兼任４名(当社役員３名、当社従業員１名)、転籍２名 
資金援助あり

㈱ＳＤＳ
東京都 
港区

100

コミュニケーシ
ョンシステム事
業 
デバイス事業 
エネルギーシス
テム事業他

99.9
経営管理を行っている。
兼任３名(当社役員２名、当社従業員１名)、転籍３名

吉田電線㈱
東京都 
港区

98
エネルギーシス
テム事業他

100
 (100)

経営管理を行っている。
兼任１名（当社従業員１名）、転籍４名

㈱ロジス・ワークス
川崎市 
川崎区

95
エネルギーシス
テム事業他

100
 (100)

経営管理を行っている。
兼任１名（当社従業員１名）、転籍６名

青森昭和電線㈱
青森県 
青森市

80
コミュニケーシ
ョンシステム事
業

100
 (100)

経営管理を行っている。
兼任１名（当社従業員１名）、転籍５名

㈱ケイ・エス・デー
福岡市 
東区

60

コミュニケーシ
ョンシステム事
業 
エネルギーシス
テム事業他

90
 (90)

経営管理を行っている。
兼任１名（当社従業員１名）、転籍１名 
資金援助あり

多摩川電線㈱
宮城県 
亘理郡 
山元町

46
エネルギーシス
テム事業他

100
 (100)

経営管理を行っている。
兼任２名（当社従業員２名）、転籍２名 
資金援助あり

安川電材㈱
大阪市 
福島区

45
エネルギーシス
テム事業他

100
 (100)

経営管理を行っている。
兼任１名（当社従業員１名）、転籍２名

㈱エステック
川崎市 
川崎区

20
エネルギーシス
テム事業

100
 (100)

経営管理を行っている。
兼任１名（当社従業員１名）、転籍５名

昭和リサイクル㈱
神奈川県 
相模原市

20
エネルギーシス
テム事業他

100
 (100)

経営管理を行っている。
兼任１名（当社従業員１名）、転籍４名

㈱ワイ・エス・デー
山形県  
酒田市

20 デバイス事業
100

 (100)
兼任１名（当社従業員１名）、転籍３名



 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 昭和電線ケーブルシステム㈱、昭和電線デバイステクノロジー㈱および冨士電線㈱は特定子会社に該当す

る。 

３ 議決権の所有または被所有割合の( )内は、間接所有で内数である。 

４ 当連結会計年度において新たに昭和電線デバイステクノロジー㈱、昭和電線ケーブルシステム㈱、昭和電線

ビジネスソリューション㈱、SWCC SHOWA (VIETNAM) CO., LTD.、杭州富通昭和線纜配件有限公司、東莞昭和

機電有限公司および福清昭和成鴻電子有限公司を連結子会社に加えた。 

５ 当連結会計年度において杭州富通昭和電線電纜有限公司を持分法適用会社から除外した。 

６ 当連結会計年度において昭和電線販売㈱は清算を結了したことにより、連結子会社から除外した。 

７ 昭和電線ケーブルシステム㈱、㈱エクシムおよび㈱ＳＤＳについては売上高（連結会社相互間の内部売上高

を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えている。 

  主要な損益情報等 

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業  
の内容

議決権
の所有 
(または 
被所有) 
割合(％)

関係内容

日伸電線㈱
埼玉県  
北葛飾郡 
杉戸町

20 デバイス事業
100

 (100)
兼任１名（当社従業員１名）

昭和電線工事㈱
川崎市 
川崎区

10
エネルギーシス
テム事業他

100
 (100)

経営管理を行っている。
兼任１名（当社従業員１名）、転籍５名

昭光機器工業㈱
神奈川県 
相模原市

10
エネルギーシス
テム事業他

60
 (60)

経営管理を行っている。
兼任１名（当社従業員１名）、転籍４名 
資金援助あり

杭州富通昭和線纜配件有
限公司

中国
千米ドル

5,274
デバイス事業

81.2
 (81.2)

兼任１名(当社従業員１名)、転籍５名

福清昭和成鴻電子有限公
司

中国
千米ドル

3,400
デバイス事業

97.2
 (97.2)

兼任１名（当社従業員１名）、転籍５名

SWCC SHOWA (VIETNAM)   
CO., LTD.

ベトナム
千米ドル

3,000
デバイス事業

100
 (100)

兼任２名(当社従業員２名)、転籍５名 
資金援助あり

嘉興昭和機電有限公司 中国
千米ドル

1,500
デバイス事業

90
 (70)

兼任１名（当社従業員１名）、転籍３名

香港昭和有限公司 中国
千香港ドル
    6,800

デバイス事業
100

 (100)
兼任２名(当社従業員２名)、転籍４名 
資金援助あり

東莞昭和機電有限公司 中国
千米ドル

700
デバイス事業

100
 (100)

兼任１名（当社従業員１名）、転籍３名

(持分法適用関係会社)

杭州富通通信技術股份有
限公司

中国
千人民元
168,961

コミュニケーシ
ョンシステム事
業

43.8
 (43.8)

兼任２名(当社役員１名、当社従業員１名)、転籍２名

華和工程股份有限公司 台湾
千台湾ドル
   35,000

エネルギーシス
テム事業他

50
 (50)

転籍２名

昭和電線ケーブルシステム㈱ ㈱エクシム ㈱ＳＤＳ

（1）売上高 141,199百万円 35,162百万円 32,116百万円

（2）経常利益 778百万円 88百万円 565百万円

（3）当期純利益 1,347百万円 175百万円 573百万円

（4）純資産額 30,822百万円 491百万円 466百万円

（5）総資産額 106,782百万円 22,154百万円 15,827百万円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

(平成19年3月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

   ２ 前連結会計年度末に比べ合計従業員数が1,495名増加しているが、主な要因は新たに連結子会社として杭州

富通昭和線纜配件有限公司、福清昭和成鴻電子有限公司およびSWCC SHOWA (VIETNAM) CO., LTD.が加わった

ことによるものである。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

(平成19年3月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいる。 

３ 前連結会計年度末に比べ従業員数が734名減少しているが、主な要因は会社分割により３事業会社（昭和電

線デバイステクノロジー㈱、昭和電線ケーブルシステム㈱、昭和電線ビジネスソリューション㈱）に分割

し、持株会社体制に移行したことによるものである。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、昭和21年3月に結成され、昭和電線労働組合と称し、現在は当社、昭和電線デバ

イステクノロジー㈱、昭和電線ケーブルシステム㈱および昭和電線ビジネスソリューション㈱の従業員

を対象としている。平成19年3月31日現在組合員数は、986名で電線工業の連合体である日本労働組合総

連合会傘下の全日本電線関連産業労働組合連合会に加入している。その他の連結子会社については、多

摩川電線㈱において多摩川電線労働組合(平成19年3月31日現在組合員数27名)が結成されている。 

各社の組合活動については、特記すべきことはなく、主として組合員の給与・労働条件の改善にその

重点が向けられ、いずれも円満適正に処理されている。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

コミュニケーションシステム事業 676

デバイス事業 2,834

エネルギーシステム事業他 1,950

合計 5,460

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

47 42.7 14.7 5,809



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費に弱さが見られたものの、企業収益の改善により設

備投資が増加し、景気は堅調に推移した。 

 電線業界においては、電線需要は国内向けおよび輸出ともに堅調であったものの、その一方で、銅や

原油等の原材料価格の高騰等の不安要因も抱えながら推移した。 

 このような状況下にあって当社グループは、当連結会計年度より持株会社体制へ移行し、事業の効率

化および収益の安定化に努めるとともに、第７次中期経営計画の 終目標達成に向けて前進する中で、

株主資本を充実させて財務体質を一層強化し、新たな成長事業の創出にも取り組むことにより、事業の

拡大と高い収益の確保を目指してきた。 

 以上の結果、当連結会計年度の業績は、全般的に堅調な需要に加え銅価格の上昇もあり売上高は2,091

億25百万円（前年度比44.0％増）となり、損益面でも、エネルギーシステム事業の生産が高水準に推移

したことや銅価格の販売価格への転嫁も進んだことから営業利益40億41百万円（前年度比81.2％増）、

経常利益24億54百万円（前年度比93.0％増）、当期純利益8億4百万円（前年度比12.1％増）となった。

 事業の種類別セグメントの状況については、次のとおりである。 

 

（コミュニケーションシステム事業） 

 前年度に続きＦＴＴＨ（Fiber To The Home）サービスの契約者数が増加し、情報通信関連需要が堅調

に推移したものの、損益面では、同軸ケーブル等メタル通信ケーブルで銅価格の販売価格への転嫁が遅

れたこと等により減益となった。 

 以上の結果、当事業は売上高302億99百万円（前年度比10.0％増）、営業利益4億53百万円（前年度比

52.6％減）となった。 

 

（デバイス事業） 

 地震対策意識の高まりにより、建物用免震アイソレータを中心に免震関連製品の需要が拡大したもの

の、損益面では、原材料価格の販売価格への転嫁が遅れたこと、精密デバイス（ローラ）の新機種の試

作・開発コストやベトナムの生産拠点立上げコストが増加したこと等、また、棚卸資産の評価を見直し

厳格化したことによる評価損の計上により減益となった。 

 以上の結果、当事業は売上高217億15百万円（前年度比12.2％増）、営業損失11億49百万円となった。

 

（エネルギーシステム事業他） 

 汎用電線が民間設備投資向けに安定して推移し、巻線も自動車用電装品や電気設備向けを中心に堅調

に推移する等需要が拡大した。これら堅調な需要に加え銅価格の高騰もあり、また、前中間連結会計期

間の業績においては㈱エクシムが連結対象でなかったこと等により売上高は大幅に増加し、損益面で

も、銅価格の販売価格への転嫁が進んだこと等により大幅に改善し、前年度を上回った。 

 以上の結果、当事業は売上高1,571億10百万円（前年度比59.7％増）、営業利益47億35百万円（前年度

比340.1％増）となった。 

  

(注） 上記、各セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高または振替高を含めていない。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における連結ベースの現金および現金同等物は、78億14百万円となり、前連結会計

年度末に比べ8億30百万円減少している。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおり

である。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動による資金の減少は、17億16百万円（前連結会計年度は22億9百万円の資金の減少）となっ

た。これは、主に税金等調整前当期純利益が18億55百万円、減価償却費が29億41百万円、仕入債務の増

加が93億35百万円あったものの、売上債権の増加が153億77百万円あったこと等によるものである。  

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動による資金の減少は、32億36百万円（前連結会計年度は78億45百万円の資金の増加）となっ

た。これは、主に有形固定資産の取得による支出33億42百万円があったこと等によるものである。  

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動による資金の増加は、37億53百万円（前連結会計年度は60億11百万円の資金の減少）となっ

た。これは、主に社債の発行による収入49億97百万円があったこと等によるものである。 

  



２ 【生産、受注および販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 
(注) 金額は、販売価格で表示している。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 
  

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 
  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

コミュニケーションシステム事業 21,462 3.5

デバイス事業 18,759 10.0

エネルギーシステム事業他 98,023 29.0

合計 138,246 21.5

事業の種類別 
セグメントの名称

受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

コミュニケーション 
システム事業

29,968 6.6 1,184 △21.9

デバイス事業 22,714 12.9 3,120 47.1

エネルギーシステム事業
他

161,390 53.3 31,943 15.5

合計 214,073 39.4 36,249 15.8

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

コミュニケーションシステム事業 30,299 10.0

デバイス事業 21,715 12.2

エネルギーシステム事業他 157,110 59.7

合計 209,125 44.0



３ 【対処すべき課題】 

今後のわが国経済の見通しについては、企業部門の好調さが家計部門へ波及し、国内民間需要も引き続

き堅調に推移することが見込まれるものの、原油をはじめとした原材料価格の動向が内外経済に及ぼす影

響については留意する必要があり、依然として楽観はできない状況にある。 

 このような状況下にあって持株会社である当社は、グループ全体でＣＳＲ（企業の社会的責任）活動に

取り組み、法令遵守、リスク管理を確実にするために内部統制システムの構築を推進していく。また、資

産の効率化という面から徹底した在庫圧縮、積極的な設備投資や生産方式の効率化の推進に取り組んでい

く。 

 これまで進めてきた基盤事業における構造改革によりエネルギーシステム事業を中心に収益面で大幅な

改善効果が現れており、今後もさらに需要の変化に対応した生産・販売体制を追求することで収益性の向

上を図っていく。 

 また、グループ各社にまたがる重点課題や施策については、組織を超えた横断的なプロジェクトを逐次

立ち上げ迅速な解決を図っていく。 

  

４ 【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがある。 

（1）主要な原材料に係るリスク    

当社グループが製造・販売している電線・ケーブルの主要な原材料である銅の購入価格は、ロンドン

金属取引所の取引価格と連動しているが、その価格は需給関係と異なる投機的要素によっても変動す

る。一方で、当社グループの販売価格は原則として銅価格にスライドして設定しているが、銅価格が大

幅に変動した場合には必ずしも製品の販売価格に転嫁できるとは限らないため、転嫁できなかった場合

には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。  

（2）為替および金利の変動リスク  

当社グループは国内取引における円貨建取引の割合が高いものの、一部取引については米ドルその他

の外国通貨建取引もあることから、為替リスクを 小限に抑えるためヘッジ取引を行うことを基本方針

としているが、外国為替レートの変動によっては為替損失が発生し、当社グループの業績等に影響を及

ぼす可能性がある。  

 また当社グループは設備資金を主に金融機関からの借入により調達しているため、相当額の有利子負

債を抱えており、当該有利子負債の削減に努める一方で、金利が大幅に上昇した場合には金融費用の負

担が増加し、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性がある。  

（3）投資リスク 

当社グループの海外拠点の多くは中国・東南アジア地区に集中しており、当該地区においては法規範

の改正、人材の育成・確保、パートナー企業動向、社会基盤整備状況、為替動向等に関するリスクを内

在していることから、リスクの発生により当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性がある。  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

主な技術契約 

 
  

契約会社 相手先 内容
認可日または
契約締結日

期限 対価

技術導入

昭和電線ケーブ
ルシステム㈱

ルーセント・テ
クノロジー・イ
ンコーポレイテ
ッド 
(米国)

ランドライン、
オプティカルフ
ァイバ、オプテ
ィカルファイバ
ケーブルおよび
同複合ケーブル
の製造に関する
技術 
(特許実施)

平成８年10月１日
許諾特許の存続期
間満了日

実施料 一定料率

昭和電線ケーブ
ルシステム㈱

ワインディング
ス・インコーポ
レイテッド 
(米国)

通信ケーブルの
巻き取り装置に
関する技術 
(特許実施)

平成９年１月13日
許諾特許の存続期
間満了日

実施料 定額

昭和電線デバイ
ステクノロジー
㈱

ユナイテッド・
テ ク ノ ロ ジ ー
ズ・コーポレー
ション 
(米国)

ファイバグレー
ティングの製造
に関する技術 
(特許実施)

平成９年８月21日
許諾特許の存続期
間満了日

実施料 一定料率

ファイバグレー
ティングのパッ
ケージの製造に
関する技術 
(特許実施)

平成10年１月６日
許諾特許の存続期
間満了日

実施料 年間販売
個数による従量制

技術輸出

昭和電線ケーブ
ルシステム㈱

華榮電線電纜股
份有限公司 
(台湾)

電力ケーブルに
関する技術 
(技術援助)

平成18年３月30日 平成23年３月29日 一時金 定額



６ 【研究開発活動】 

 当社グループは、蓄積された経験と技術をもとに常に創意と工夫をもって、コミュニケーションシス

テム事業、デバイス事業、エネルギーシステム事業他、新素材分野における新技術・新製品の開発を、

積極的に推進している。  

 現在、研究開発は当社の各事業子会社の技術開発部門で推進されている。  

 当連結会計年度における、当社グループの研究開発費は総額13億46百万円であり、その成果は次のと

おりである。  

 

（コミュニケーションシステム事業）  

  当事業における研究開発活動は、昭和電線ケーブルシステム㈱を中心に進められている。  

  光ファイバケーブル製品については、前年度に引き続きＦＴＴＨ関連製品の開発に取り組んできた。

国内ＦＴＴＨ市場は、加入者の急増に伴う設備投資が引き続き活発であり、これまで以上に建設コスト

削減の要求が高まってきている。このため、ケーブル中間部での後分岐でテープ心線を容易に単心線に

分離できるＰａｌａｔｔ心線や、加入者宅施工時の心線取扱い性を向上させたドロップケーブル等が、

現場作業性を向上させる上で高い評価を得ている。また、ドロップケーブルを中心に構成材料や製造プ

ロセスの再評価を行い、顧客のコストダウン要望に応えるための開発も進めている。環境配慮型製品と

しては、ケーブルの解体を容易にし、構成部材の回収を容易にした資源リサイクルに適した光ファイバ

ケーブルを商品化し、納入を開始した。  

 ＦＴＴＨ関連機器・部材関係では、通信系と映像系のＯＮＵを一体化して加入者宅軒下に設置するた

めのＶ／Ｄ一体型ＯＮＵの開発・製品化に他社に先駆けて成功し、自治体向けシステムとして納入を実

施、稼動を開始した。本製品は屋内外の施工区分が明確になる等の理由で、特に自治体系ＦＴＴＨの顧

客に好評で、今後の受注拡大が期待される。また、加入者毎に映像信号の入り切りを遠隔から操作で

き、また停電時にも緊急放送などを伝送できる等の機能を持ったＶ－ＯＮＵの開発を進め、品揃えの充

実を図る。クロージャや接続箱については、施工現場の要望が多種多様な事から、個別設計も含め顧客

対応の迅速化に注力している。  

 当事業に係る研究開発費は1億40百万円である。  

（デバイス事業）  

 当事業における研究開発活動は、昭和電線デバイステクノロジー㈱を中心に進められている。  

  免震・制振関連では、前年度に国土交通大臣の免震部材認定を取得した錫プラグ入り積層ゴムアイソ

レータについて、基準面圧アップおよび大サイズの追加認定取得に向けた試験評価を実施し、 大ゴム

径1,400mmまでの追加認定を新たに取得した。これにより、多様なニーズに対応できる品揃えとなっ

た。さらに、この錫プラグ入り積層ゴムアイソレータについては、様々な建築設計の要望に対応するべ

く、長周期地震や風荷重対策を考慮した様々な評価試験を計画し実施中である。また、既存製品である

天然ゴム系積層ゴムアイソレータでは、豊富な製造実績を踏まえ、性能ばらつきを低減させるなどの高

品質製品を折り込んだ免震部材認定を再取得し、他社製品との差別化を図ることができた。  

 制振・制音事業関連では、制音（静音）分野への対応として、低周波数吸音材の量産化に目処をつけ

ると同時に、鉄道、船舶分野における制振・制音への提案を行い、鉄道車両向けでは納入実績を得た。

また、半導体製造・検査装置へも制音デバイスを提案し、顧客から高い評価を得ている。  

 制震部材分野では、減衰特性の向上を中心とした材料開発を行い、ダンパーの競争力を高めることを

目指している。  

 情報機器関連では、複写機・プリンターの新機種向けとしてプリンター用加圧ローラ、高速カラーＭ

ＦＰ用ローラ・ベルト・パッド・コイル等、約20製品の開発を進めており、当連結会計年度も8品種の

量産を開始した。また、ベトナムの工場も本格稼動し、現在開発中の4品種も同工場で順次立ち上げる

予定である。  

  電子ワイヤ関連では、ノートパソコン内に使用されるアンテナ用細径同軸ケーブルの品揃えの充実を

図るとともに、新たに中国での生産を開始した。また、ＬＣＤ用極細同軸ケーブルのケーブルから端末

加工までの一貫製造体制の構築、ファクトリーオートメーションに使用される産業用ネットワークケー

ブルの新規格に対応した製品の開発および環境配慮型製品としてのハロゲンフリー製品およびＲｏＨＳ

対応製品の品揃えの充実を図っている。  

  光インターコネクション関連分野では、機器内光配線の開発を積極的に進めている。光ファイバのク

ラッド径を細くした細径ファイバは、単心から並列多心で並べたテープの品揃えを強化した。細径ファ

イバ単心線は、次世代携帯電話内の光配線の一方法として研究開発を進めている。また細径ファイバテ



ープ心線は、ＮＧＮ（次世代ネットワーク）システム内に使用される光コンポーネントの小型化に寄与

するよう製品開発を進めている。  

  ワイヤレス関連では、従来主力のＩＴＳシステム用赤外線照明装置に加え、当連結会計年度には駐車

場等で設置される屋外仕様赤外線照明装置を開発し、顧客に納入を開始した。映像伝送関連において

は、新しいコンセプトの製品として複数台のカメラ映像を１本の同軸ケーブルで伝送する同軸多重伝送

システムを開発、販売開始した。  

  当事業に係る研究開発費は5億7百万円である。  

（エネルギーシステム事業他）  

  当事業における研究開発活動は昭和電線ケーブルシステム㈱を中心に行っている。  

 当社では環境に配慮したコンパクトな電力用機器製品群をＳＩＣＯＮＥＸ（サイコネックス）ブラン

ドとして統一しており、サイコネックス製品は各種ケーブル終端、機器用ブッシング、機器用の避雷器

や機器内母線等、小型・軽量・環境対応を特色とする技術を幅広く応用し開発してきた。具体的には①

110KVダイレクトモールド気中終端、②ＧＩＳ用、トランス用ブッシング、③壁貫通用ブッシング、④

ＡＣ／ＤＣ断路機能付終端、次世代型気中終端機器等を開発、納入開始した。今後は、前年度の開発を

ベースに酸化亜鉛を用いた電解緩和技術を高電圧領域の製品開発に適用しながら継続した小型・軽量路

線を開拓していく予定である。  

 被覆線はプラスチック汎用線、ゴム線を含め重金属を含まない環境配慮型製品への置き換えを終了し

た。今後は、原子力向け製品についても非鉛対応とし環境配慮型製品への置き換えを進めていく。ゴム

線では世界 細径のレントゲンケーブルを開発しており、今後も継続した細径・低静電容量化に向けて

材料開発を中心に進めていく。  

 銅銀合金線は車載用シートヒータ等で品揃えを充実し、無酸素銅についても自動車用発電機器の巻線

として出荷を伸ばしてきた。銅銀合金についてはさらに新素材開発を行いながら製品化を目指していく

予定である。  

  超電導関連では、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）のプロジェクトで

ある超電導応用基盤技術研究開発に参加し、次世代超電導線材として期待されるイットリウム系超電導

材料の研究を進めている。500m長線材の作製技術の開発を担当する長尺化線材作製プロセスの選抜（平

成16年度に実施）において当社が提案した低コスト作製プロセスが採用され、プロジェクト計画に基づ

き当連結会計年度には大型仮焼炉の導入、大型本焼炉の設計、導入を行い、下期にはプロジェクトの中

間目標である200m×200Aを達成した。また、酸化物超電導電流リードの製造・販売も着実に実績を伸ば

しており、さらに品揃えの充実を目指した開発も現在進めており、現用途以外の機器への実装を目指し

拡販を行う予定である。  

  当事業に係る研究開発費は6億99百万円である。  

  

  

７ 【財政状態および経営成績の分析】 

（1）重要な会計方針および見積り 

 当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成

されている。当該連結財務諸表の作成にあたっては、資産、負債、損益の計上金額ならびに関連する

偶発資産および偶発債務の開示に影響する見積りと判断を行うことが必要となる。当社は、収益の認

識、貸倒債権、棚卸資産、投資、法人税等に関する見積りおよび判断に対して、継続して評価を行っ

ている。当社では、過去の実績および状況に応じて合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見積

りおよび判断を行い、その結果は資産および負債の簿価について判断を下すための基礎となるが、不

確実性を内在しており実際の結果と異なる場合がある。 

（2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当連結会計年度における経営成績については、全般的に堅調な需要に加え銅価格の上昇もあり売上

高は増加し、またエネルギーシステム事業の生産が高水準に推移したことや銅価格の販売価格への転

嫁も進んだことから営業利益も増益となった。 

 事業別に見ると、コミュニケーションシステム事業は情報通信関連需要が堅調に推移したことで増

収となったが、損益面では銅価格の販売価格への転嫁が遅れたこと等により減益となった。デバイス

事業については、免震関連製品の需要が拡大し増収となったが、損益面では原材料価格の販売価格へ

の転嫁が遅れたこと、新機種の試作・開発コストや生産拠点立上げコストが増加したこと等、また、

棚卸資産の評価を見直し厳格化したことによる評価損の計上により減益となった。エネルギーシステ



ム事業他では、汎用電線や巻線を中心とした堅調な需要や銅価格の高騰、さらに前中間連結会計期間

の業績においては㈱エクシムが連結対象でなかったこと等により売上高は大幅に増加し、損益面でも

銅価格の販売価格への転嫁が進んだこと等により大幅に改善し増益となった。 

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社製品に係る主要原材料である銅や石化製品価格に影響を及ぼす原油の価格動向によっては、上

昇した場合には必ずしも当社製品の販売価格に転嫁できるとは限らないことから収益を圧迫する可能

性もあり、今後の動向によっては業績に重要な影響を与える要因として、なお注視する必要があると

認識している。 

（4）経営戦略の現状と見通し 

 経営戦略の現状としては、第７次中期経営計画を持株会社体制移行と事業環境の変化を踏まえて見

直し策定した、第７次中期経営計画ローリングを推進させていく。本年度は当該中期経営計画の 終

年度であり目標達成に向けて着実に前進していく。次期中期経営計画については、本年度の計画達成

を見通す中でさらなるグループの企業価値向上に向けて年内を目途に策定する予定である。 

（5）財務状況および資金の流動性についての分析 

①財務状況についての分析 

 当連結会計年度末における資産合計は1,776億27百万円で、前連結会計年度末より167億52百万円

増加している。その内訳としては、流動資産の増加150億97百万円、固定資産の増加16億54百万円

である。流動資産の増加の主なものは受取手形および売掛金の増加153億23百万円ならびに棚卸資

産の増加17億79百万円であり、固定資産の増加の主なものは、機械装置および運搬具の増加8億12

百万円ならびに建設仮勘定の増加6億38百万円である。 

 当連結会計年度末における負債合計は1,266億83百万円で、前連結会計年度末より106億88百万円

増加している。その内訳としては、流動負債の増加122億5百万円、固定負債の減少15億17百万円で

ある。流動負債の増加の主なものは支払手形および買掛金の増加97億14百万円であり、固定負債の

減少の主なものは長期借入金の減少10億3百万円である。 

 当連結会計年度末における純資産合計は509億43百万円で、前連結会計年度より60億63百万円増

加しているが、これは主に資本金の増加24億87百万円および資本剰余金の増加24億92百万円による

ものである。 

②資金の流動性についての分析 

 営業活動によるキャッシュ・フローについては、前連結会計年度より4億92百万円少ない17億16

百万円を支出した。その主なものは売上債権の増加によるものである。投資活動によるキャッシ

ュ・フローについては、前連結会計年度は78億45百万円得たのに対して32億36百万円を支出した。

その主なものは、有形固定資産の取得による支出によるものである。財務活動によるキャッシュ・

フローについては、前連結会計年度は60億11百万円支出したのに対して、当連結会計年度は37億53

百万円を得た。その主なものは、社債の発行による収入である。 

 これらの活動の結果、当連結会計年度末の連結ベースの現金および現金同等物は、前連結会計年

度末より8億30百万円減少し、78億14百万円となった。 

（6）経営者の問題意識と今後の方針について 

 当社の経営陣は、現在の経営環境および入手可能な情報に基づき 善の経営方針を策定し、事業を

展開している。 

 これまで進めてきた基盤事業における構造改革によりエネルギーシステム事業を中心に収益面で大

幅な改善効果が現れており、今後もさらに需要の変化に対応した生産・販売体制を追求することで収

益性の向上を図っていく。 

 また、グループ各社にまたがる重点課題や施策については、組織を超えた横断的なプロジェクトを

逐次立ち上げ迅速な解決を図っていく。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度で3,941百万円の設備投資を実施した。 

コミュニケーションシステム事業においては、388百万円の設備投資を行っている。主なものはメタルケ

ーブル製造設備の更新等である。 

デバイス事業においては、1,211百万円の設備投資を行っている。主なものはローラ製品の製造設備の増

強等である。 

エネルギーシステム事業他については、2,341百万円の設備投資を行っている。主なものは巻線の製造設

備の増強等である。 

所要資金については、主に自己資金および外部調達資金を充当した。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

  

(1) 提出会社 

  該当なし 

  



(2) 国内子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額は、建設仮勘定の金額を除いている。 

２ 〔 〕内は、連結会社以外からの賃借設備であり、外数で面積を記載している。 

なお、当該賃借設備に対する年間賃借料は１百万円である。 

３ 現在休止中の主要な設備はない。 

４ 上記の他の賃借設備、リース資産および賃貸設備には重要性がない。 

５ 提出会社は、平成18年4月1日より会社分割に伴い、各事業所を分割承継会社へ承継させている。 

昭和電線ケーブルシステム㈱・・・相模原事業所、三重事業所、仙台事業所、愛知工場 

昭和電線デバイステクノロジー㈱・・・相模原事業所、海老名工場 

昭和電線ビジネスソリューション㈱・・・相模原事業所、三重事業所、仙台事業所 

  

会社名 事業所名 所在地 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物および

構築物

機械装置
および 
運搬具

土地
(㎡)

その他 計

昭和電線ケー
ブルシステム

㈱

相模原事業
所

神奈川県
相模原市

コミュニケーシ
ョンシステム事
業・エネルギー
システム事業他
の製造設備

1,106 468
（114,963）

8,172 
[1,033]

113 9,861 148

昭和電線ケー
ブルシステム

㈱
三重事業所

三重県い
なべ市

エネルギーシス
テム事業他の製

造設備
1,672 1,169

(147,173)
2,140 
[226]

25 5,008 50

昭和電線ケー
ブルシステム

㈱
仙台事業所

宮城県柴
田郡柴田

町

コミュニケーシ
ョンシステム事
業・エネルギー
システム事業他
の製造設備

2,609 1,842
(494,853)
4,513

107 9,073 144

昭和電線ケー
ブルシステム

㈱
愛知工場

愛知県宝
飯郡御津

町

エネルギーシス
テム事業他の製

造設備
6,864 1,437

(170,000)
3,255

69 11,625 2

昭和電線デバ
イステクノロ

ジー㈱
海老名工場

神奈川県
海老名市

デバイス事業の
製造設備

685 360
(17,502)

764
16 1,827 72

冨士電線 
㈱

伊勢原工
場他

神奈川県 
伊勢原市 
他

コミュニケー
ションシステ
ム事業・エネ
ルギーシステ
ム事業他の製
造設備

724 973
(45,672)
1,302 46 3,046 280

宮崎電線 
工業㈱

会津若松
工場他

福島県 
会津若松
市他

コミュニケー
ションシステ
ム事業の製造
設備

415 235
(11,378)

41 55 747 163



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末現在において設備投資計画（新設・拡充）は、次のとおりである。 

 なお、当社グループ（当社および連結子会社）は、各々単体あるいは複合的に設備投資を行っており、

各々個別に記載することが困難なため、事業の種類別セグメントごとの数値を記載している。 

  

 
(注) 経常的な設備の更新の場合を除き、重要な設備の除・売却の計画はない。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称

投資予定金額 
(百万円)

設備等の主な内容名 資金調達方法

コミュニケーションシ
ステム事業

749 メタルケーブル製造設備の合理化・省力化等
自己資金およ
び外部調達資
金

デバイス事業 1,017 免震装置製造設備・ローラ製造設備の増強等
自己資金およ
び外部調達資
金

エネルギーシステム事
業他

3,903 被覆線製造設備・電力ケーブル製造設備の増強等
自己資金およ
び外部調達資
金

合計 5,670              



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
（注）１ 資本準備金の減少については、平成14年6月27日開催の定時株主総会の決議に基づき、当期未処理損失を  

処理するため4,376,538,562円を、旧商法第289条第2項の規定に基づき11,929,722,505円を、それぞれ減少

したことによるものである。 

   ２ 資本準備金の増加については、平成18年2月1日付で昭和電線不動産㈱を吸収合併したことによるものであ

る。   

３ 発行済株式総数、資本金および資本準備金の増加については、平成18年9月13日付で第1回無担保転換社債 

型新株予約権付社債50億円を発行し、平成19年3月16日までに全ての新株予約権が株式に転換されたことに

よるものである。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 700,000,000

計 700,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年3月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年6月28日)

上場証券取引所名
または 

登録証券業協会名
内容

普通株式 251,126,611 251,126,611
東京証券取引所
(市場第一部)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 251,126,611 251,126,611 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成14年４月１日～
平成15年３月31日 

 （注）１ 
― 217,966 ― 18,733 △16,306 4,683

平成17年４月１日～  
平成18年３月31日 

 （注）２
― 217,966 ― 18,733 347 5,030

平成18年４月１日～ 
 平成19年３月31日 
 （注）３

33,160 251,126 2,487 21,221 2,487 7,518



(5) 【所有者別状況】 

平成19年3月31日現在 

 
(注) １ 自己株式17,881株は、「個人その他」に17単元および「単元未満株式の状況」に881株含めて記載してあ

る。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が31単元含まれている。 

  

(6) 【大株主の状況】 

  平成19年3月31日現在 

 
（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりである。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）                   8,676千株 

明治安田生命保険相互会社第51口                           3,920千株 

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）             3,785千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社               2,304千株        

（三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティインベストメンツ株式会社信託口）          

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府およ
び地方公
共団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 50 58 231 72 7 28,263 28,681 ―

所有株式数 
(単元)

― 55,632 10,547 38,632 13,659 18 131,968 250,456 670,611

所有株式数 
の割合(％)

― 22.21 4.21 15.43 5.45 0.01 52.69 100 ―

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社東芝 東京都港区芝浦一丁目1番1号 14,974 5.96

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号 10,902 4.34

日鉱金属株式会社 東京都港区虎ノ門二丁目10番1号 9,790 3.89

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番3号 8,676 3.45

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町二丁目2番2号 7,724 3.07

明治安田生命保険相互会社第51
口

東京都千代田区丸の内二丁目1番1号 3,920 1.56

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 3,785 1.50

ユービーエス エージーロンドン ア

カウント アイピービー セグリゲイ

テッド クライアント アカウント

スイス・バーゼル
（東京都品川区東品川二丁目3番14号）

3,100 1.23

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（三井アセット信託銀行再信託

分・CMTBエクイティインベストメンツ

株式会社信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 2,304 0.91

 ＤＯＷＡメタルマイン株式会社 東京都千代田区外神田四丁目14番1号 2,200 0.87

計 ― 67,375 26.82



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年3月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が31,000株（議決権31個）

含まれている。 

     ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式881株および㈱日東製作所が電纜協栄会名義で所

有している相互保有株式330株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年3月31日現在 

 
(注) ㈱日東製作所が他人名義で所有している株式の名義人は当社の関係会社持株会である電纜協栄会（東京都港区

虎ノ門一丁目1番18号 東京虎ノ門ビル）である。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区 分 株式数(株) 議決権の数(個) 内 容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式 
（自己株式等）

― ― ―

議決権制限株式 
（その他）

― ― ―

完全議決権株式 
（自己株式等）

（自己保有株式）
 普通株式       17,000
（相互保有株式）
 普通株式      15,000

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式 
（その他）

 普通株式  250,424,000 250,424 同 上

単元未満株式  普通株式     670,611 ― 同 上

発行済株式総数       251,126,611 ― ―

総株主の議決権 ― 250,424 ―

所有者の氏名 
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
昭和電線ホールディングス
㈱

東京都港区虎ノ門一丁目
１番18号

17,000 0 17,000 0.0

（相互保有株式） 
㈱日東製作所

横浜市都筑区川和町 
628番地

0 15,000 15,000 0.0

計 ― 17,000 15,000 32,000 0.0



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

 
(3) 【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

旧商法第221条第6項による取得 

 
  

会社法第155条第7号による取得 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成19年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式数は含めていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況および保有状況】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めていない。 

【株式の種類等】 旧商法第221条第6項および会社法第155条第7号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 7,173 1,532

当期間における取得自己株式            ―            ―

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 28,072 4,672

当期間における取得自己株式 30,862 5,133

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

      ―      ―      ―       ―

消却の処分を行った取得自己株式       ―      ―      ―       ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

      ―      ―      ―       ―

その他 
（新株予約権付社債転換請求）

158,000 19,434      ―       ―

保有自己株式数 17,881      ― 20,671       ―



３ 【配当政策】 

当社は、収益状況のみならず、今後の事業展開の見通し、経営体質の強化、内部留保等を総合的に勘

案し、株主の皆様への安定継続した配当を行うことを基本方針としている。また、当社が持株会社であ

ることから、当社単体のみならず昭和電線グループとして連結業績に見合った配当も考慮している。 

 当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年2回を基本的な方針としている。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会である。 

 当事業年度の配当金については、中間配当は見送ったものの、期末配当は1株につき2円とした。 

 内部留保資金の使途については、今後の事業展開への備えと研究開発費用として投入していくことと

している。 

 また、当社は会社法第454条第5項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めている。 
  
 （注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下の通りである。 

 
４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

決議年月日 配当金の総額     
（百万円）

１株当たり配当額    
（円）

平成19年6月28日      
定時株主総会決議 502 2

回次 第107期 第108期 第109期 第110期 第111期

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月

高(円) 129 180 183 237 232

低(円) 41 79 103 130 141

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年1月 2月 3月

高(円) 176 173 162 171 191 183

低(円) 152 143 154 155 163 162



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数 
(千株)

代表取締役 
取締役社長

富 井 俊 夫 昭和22年１月１日生

昭和44年４月 当社入社

（注）２ 83

平成８年６月 当社情報通信事業部営業担当部長

同 10年６月 当社取締役

同 12年６月 当社常務取締役

同 15年６月 当社代表取締役・取締役社長(現

任)

代表取締役 
専務取締役

輸出管理室
長兼品質・
環境管理本
部長

夢 藤 昌 彦 昭和19年３月27日生

平成８年７月 株式会社エヌ・ティ・ティ・テレ

コムエンジニアリング関東代表取

締役社長

（注）２ 22

同 11年４月 当社理事情報通信事業部副事業部

長

同 12年６月  当社常務取締役

同 15年６月 当社代表取締役・専務取締役（現

任）

同 18年４月 当社輸出管理室長兼品質・環境管

理本部長(現任)

常務取締役 管理本部長 滝 澤 明 久 昭和28年４月10日生

昭和53年４月 当社入社

（注）２ 24

平成14年10月 当社総合営業部業務企画部次長兼

経理部次長

同 15年６月 当社取締役

同 16年６月  当社常務取締役（現任）

同 18年４月 当社管理本部長（現任）、昭和電

線ビジネスソリューション株式会

社取締役社長（現任）

常務取締役 企画本部長 山 田 眞 彦 昭和22年８月24日生

昭和45年４月 当社入社

（注）２ 19

平成15年６月 当社理事経営戦略室長

同 16年６月 当社取締役

同 17年６月  当社常務取締役（現任）

同 18年４月 当社企画本部長（現任）

取締役
内部統制推
進室長兼監
査室長

相 原 雅 憲 昭和26年６月16日生

昭和49年４月 当社入社

（注）２ 17
平成18年６月 当社管理本部総務統括部長兼企画

本部人事統括部長

同 19年６月 当社取締役（現任）、内部統制推

進室長兼監査室長（現任)

取締役 渡 邊 一 男 昭和22年９月13日生

平成12年４月 株式会社東芝四国支社長

（注）２ 20

同 14年４月 当社顧問

同 14年６月 当社取締役

同 15年６月 当社常務取締役

同 18年４月 当社取締役（現任）、昭和電線デ

バイステクノロジー株式会社取締

役社長（現任）

取締役 島 津 正 明 昭和23年８月18日生

昭和46年４月 当社入社

（注）２ 26

平成14年６月 当社理事線材ユニット長

 同 15年６月  当社取締役

同 16年６月  当社常務取締役

同 18年４月 当社取締役（現任）、昭和電線ケ

ーブルシステム株式会社取締役社

長（現任）

常勤監査役 武 氏 英 明 昭和29年７月20日生

昭和54年４月 当社入社

（注）３ 0平成18年４月  当社管理本部経理統括部長

同 19年６月  当社常勤監査役（現任）



 
(注) １ 監査役のうち、船橋恒雄、阿部新生は会社法第2条第16号に定める社外監査役である。 

  ２ 取締役の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年3月期に係る定時株主総会終結 

     の時までである。 

 ３ 監査役の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年3月期に係る定時株主総会終結 

   の時までである。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株 

式数 

(千株)

監査役 本 間 久 雄 昭和18年12月14日生

昭和43年４月 当社入社

（注）３ 15

平成10年６月 当社理事昭和電線不動産株式会社

取締役社長

同 12年６月 昭和電線不動産株式会社取締役社

長

同 15年６月 当社常勤監査役

同 19年６月  当社監査役（現任）

監査役 船 橋 恒 雄 昭和13年10月13日生

平成14年７月  富国生命保険相互会社専務取締役

（注）３ 6同 15年６月 当社監査役（現任）

監査役 阿 部 新 生 昭和21年2月21日生

平成16年６月 セントラル硝子株式会社取締役常

務執行役員 （注）３ 0

同 19年６月 当社監査役（現任）

計 235



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「信頼」をキーワードとした経営理念

に基づき、経営の迅速・効率化およびこれに伴うモニタリング機能の強化が企業における普遍的な課題

であるとの認識の下、取り組みを進めていくことである。 

また、企業として求められる社会的責任（ＣＳＲ）を果たしていくことを念頭におき、昭和電線グル

ープの業務の適正を確保するために必要な体制の整備についても積極的に取り組んでいく。 

(1)会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

①当社は監査役会設置会社であり、平成19年6月28日開催の当社第111期定時株主総会において取締役7

名、監査役4名（内社外監査役2名）が選任されている。当該役員構成等については、当社が持株会社

である点、およびその事業規模に鑑み迅速かつ的確な意思決定を行う上で適正なものであると認識し

ている。また取締役については、経営責任の明確化と成果主義による処遇の徹底を図るためその任期

を1年としている。 

なお、定款において、取締役は10名以内とする旨を定めるとともに、取締役の選任決議は、議決権を

行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもっ

て行う旨を定めている。 

  ②取締役の業務執行が効率的に行われることを確保するための体制として、定例取締役会を月1回開催

するほか、必要あるときは適宜臨時取締役会を開催している。また、経営に関する重要な事項につい

ては、事前に経営会議において審議した上で、取締役会で決定している。また、代表取締役および各

業務執行取締役は、グループ経営管理規程、グループ経営会議規程等に定める機関、手続き等に基づ

き必要な決定を行い、職務を効率的に執行している。 

  ③現在、ＣＳＲ担当取締役を任命し、社長直轄のＣＳＲ委員会を中心に昭和電線グループ方針・行動マ

ニュアルの策定、教育計画、実行計画等の決定、監査によるフォロー・チェック、取締役会への上申

ならびに内部通報制度の運営を行っている。 

④内部監査機関として監査室を設置し、内部監査規程に基づき各部門の業務の適正性、妥当性の検証お

よび必要に応じて指導・提言を行ってきた。平成19年6月28日からは、内部統制推進室を設置し、同

部署において内部統制システムの整備・構築を推進するとともに、内部監査の実効性を確保してい

く。 

各監査役は、監査役会において定められた監査計画・方針等に基づき、継続的に会計監査および業務

監査を行っており、取締役会、経営会議への出席を通じて取締役の職務執行を監視するとともに意見

反映できる体制をとっている。 

会計監査人には新日本監査法人を選任し、公正な会計監査を受けている。なお、同監査法人は業務執

行社員について、一定期間を超えて当社の会計監査に関与することがないように自主的な措置をとっ

ている。 

監査役および内部監査機関と会計監査人とは必要な都度相互に意見・情報を交換し、また定例の連絡

会議を実施することにより連携をとり、監査の実効性・効率性を高めている。 

当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は次のとおりで

ある。 

   〈業務を執行した公認会計士の氏名〉 

 
       (注)継続関与年数については、全員7年以内である。 

〈会計監査業務に係る補助者の構成〉 

     公認会計士 7名、会計士補等 13名、その他1名 

⑤社外取締役は選任していない。社外監査役については、いずれも社外監査役およびその近親者が取締

役または監査役に就任する会社と当社との間で人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係

はない。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定社員 業務執行社員  古谷 伸太郎

新日本監査法人指定社員 業務執行社員  倉持 政義

指定社員 業務執行社員  飯塚 正貴



(2) リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理体制としては、昭和電線グループのリスク管理規程に基づき、経営上の重大なリスクを

低減するためのリスクマネジメントを実施している。リスク管理に関する責任者であるＣＳＲ担当取

締役およびＣＳＲ委員会を中心に、昭和電線グループの横断的なリスク管理体制の整備および問題点

の把握に努めている。また、取締役会は重大なリスクが発生した場合は、緊急事態対策規程に基づ

き、緊急事態対策本部を設置し対応することとしている。 
  

(3) 役員報酬および監査報酬 

  当事業年度における当社の取締役および監査役に対する報酬ならびに監査法人に対する監査報酬

は、次のとおりである。 

 ①当事業年度の役員報酬は、取締役に支払った報酬97百万円と監査役に支払った報酬35百万円の合計

132百万円である。 

 ②当事業年度の監査報酬は、公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬20百万円であり、

それ以外に支払った報酬はない。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)および前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18

年４月１日から平成19年３月31日まで)および当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

の連結財務諸表および財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金および預金 ※1 9,024 8,199

 ２ 受取手形および売掛金 ※1,9 49,599 64,923

 ３ 棚卸資産 25,703 27,482

 ４ 繰延税金資産 2,139 1,702

 ５ その他 4,018 3,238

   貸倒引当金 △243 △204

   流動資産合計 90,243 56.1 105,340 59.3

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物および構築物 ※1 39,761 40,170

    減価償却累計額 22,185 17,575 22,802 17,367

  ２ 機械装置および運搬具 ※1 67,857 63,454

    減価償却累計額 59,331 8,526 54,115 9,338

  ３ 工具・器具・備品 ※1 8,427 7,335

    減価償却累計額 7,449 977 6,283 1,052

  ４ 土地 ※1,2 25,122 25,040

  ５ 建設仮勘定 187 825

    有形固定資産合計 52,389 32.6 53,624 30.2

 (2) 無形固定資産

  １ 施設利用権等 ※4 472 0.3 565 0.3

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※1,3 14,459 13,435

  ２ 長期繰延税金資産 75 17

  ３ その他 ※1 4,580 6,014

    貸倒引当金 △1,344 △1,370

    投資その他の資産合計 17,770 11.0 18,097 10.2

    固定資産合計 70,632 43.9 72,286 40.7

    資産合計 160,875 100 177,627 100



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形および買掛金 ※1,9 30,170 39,884

 ２ 短期借入金 ※1 47,448 47,782

 ３ 一年以内に償還予定の 
   社債

232 232

 ４ 未払法人税等 295 687

 ５ その他 10,696 12,462

   流動負債合計 88,844 55.2 101,050 56.9

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 767 534

 ２ 長期借入金 ※1 18,559 17,556

 ３ 長期繰延税金負債 1,640 1,322

 ４ 再評価に係る繰延税金 
   負債

※2 5,513 5,513

 ５ 退職給付引当金 615 601

 ６ 役員退職慰労引当金 ― 93

 ７ その他 ※4 54 12

   固定負債合計 27,151 16.9 25,633 14.4

   負債合計 115,995 72.1 126,683 71.3

    (少数株主持分)

  少数株主持分 490 0.3 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※7 18,733 11.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 13,260 8.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 3,904 2.5 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※2 4,489 2.8 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 3,982 2.5 ― ―

Ⅵ 為替換算調整勘定 34 0.0 ― ―

Ⅶ 自己株式 ※8 △16 △0.0 ― ―

   資本合計 44,389 27.6 ― ―

   負債、少数株主持分 
   および資本合計

160,875 100 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 21,221 11.9

 ２ 資本剰余金 ― ― 15,752 8.9

 ３ 利益剰余金 ― ― 4,304 2.4

 ４ 自己株式 ― ― △2 △0.0

   株主資本合計 ― ― 41,275 23.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 4,137 2.3

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △8 △0.0

 ３ 土地再評価差額金 ※2 ― ― 4,489 2.5

 ４ 為替換算調整勘定 ― ― 172 0.1

   評価・換算差額等合計 ― ― 8,791 4.9

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 876 0.5

   純資産合計 ― ― 50,943 28.7

   負債純資産合計 ― ― 177,627 100



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 145,264 100 209,125 100

Ⅱ 売上原価 ※1 126,749 87.3 184,493 88.2

   売上総利益 18,514 12.7 24,631 11.8

Ⅲ 販売費および一般管理費

 １ 荷造運送費 1,840 2,599

 ２ 販売諸経費 757 1,345

 ３ 貸倒引当金繰入額 35 72

 ４ 給料手当 6,677 7,872

 ５ 退職給付費用 843 571

 ６ 減価償却費 265 343

 ７ 研究開発費 ※1 837 1,131
  ８ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

― 93

 ９ その他 5,028 16,284 11.2 6,560 20,590 9.9

   営業利益 2,230 1.5 4,041 1.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 16 19

 ２ 受取配当金 153 142

 ３ 持分法による投資利益 153 172

 ４ 為替差益 450 ―

 ５ その他 250 1,024 0.7 238 573 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,582 1,564

 ２ その他 401 1,983 1.3 596 2,161 1.0

   経常利益 1,271 0.9 2,454 1.2

Ⅵ 特別利益

 １ 関係会社出資金売却益 ― 48

 ２ 固定資産売却益 ※2 3,064 20

 ３ 投資有価証券売却益 1,493 7

 ４ その他 241 4,800 3.3 ― 77 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産廃却損 ― 176

 ２ 減損損失 ※3 1,975 160

 ３ 事業構造改善等損失 ※4 1,844 ―

 ４ 土壌改良費用 ― 151

 ５ その他 1,298 5,118 3.5 186 676 0.3

   税金等調整前当期純利益 953 0.7 1,855 0.9

   法人税、住民税および 
   事業税

383 637

   法人税等調整額 △355 27 0.0 121 758 0.4

   少数株主利益 208 0.2 292 0.1

   当期純利益 717 0.5 804 0.4



③ 【連結剰余金計算書および連結株主資本等変動計算書】 

   〔連結剰余金計算書〕 

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 12,912

Ⅱ 資本剰余金増加高

   連結子会社との合併に
   よる増加高

347 347

Ⅲ 資本剰余金期末残高 13,260

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 4,466

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 717

 ２ 土地再評価差額金取崩額 563 1,280

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 217

 ２ 役員賞与 4

 ３ 持分法適用会社の減少に
よる減少高

1,273

 ４ 連結子会社との合併に 
よる減少高

347 1,842

Ⅳ 利益剰余金期末残高 3,904



〔連結株主資本等変動計算書〕 

 当連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

                                                                                           （単位 百万円） 

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 18,733 13,260 3,904 △16 35,882

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 2,487 2,487 4,975

 自己株式の処分 4 19 24

 剰余金の配当（注） △326 △326

 役員賞与（注） △12 △12

 当期純利益 804 804

 連結子会社の増加に伴う減少高 △152 △152

 持分法適用関連会社の減少に伴う 

 増加高
86 86

 自己株式の取得 △6 △6

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 2,487 2,492 399 13 5,393

平成19年３月31日残高 21,221 15,752 4,304 △2 41,275

評価・換算差額等

少数株主 

持分
純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ 

損益

土地再評価

差額金

為替換算 

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高 3,982 ― 4,489 34 8,507 490 44,880

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 4,975

 自己株式の処分 24

 剰余金の配当（注） △326

 役員賞与（注） △12

 当期純利益 804

 連結子会社の増加に伴う減少高 △152

 持分法適用関連会社の減少に伴う 

 増加高
86

 自己株式の取得 △6

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額)
154 △8 ― 137 283 386 670

連結会計年度中の変動額合計 154 △8 ― 137 283 386 6,063

平成19年３月31日残高 4,137 △8 4,489 172 8,791 876 50,943



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 953 1,855

   減価償却費 3,018 2,941

   減損損失 1,975 160

   投資有価証券売却益 △1,493 △7

   固定資産売却益 △3,064 △41

   固定資産廃却損 509 218

   投資有価証券等評価損 87 57

   貸倒引当金の増減額（減少：△） △830 △12

   受取利息および受取配当金 △169 △162

   支払利息 1,582 1,564

   売上債権の増減額（増加：△） △9,289 △15,377

   棚卸資産の増減額（増加：△） △1,184 △1,579

   仕入債務の増減額（減少：△） 6,314 9,335

   流動資産その他の増減額（増加：△） △891 △182

   流動負債その他の増減額（減少：△） 1,208 1,624

   その他 885 △665

    小計 △390 △270

   利息および配当金の受取額 221 162

   利息の支払額 △1,561 △1,471

   法人税等の支払額 △479 △137

  営業活動によるキャッシュ・フロー △2,209 △1,716

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有価証券の取得による支出 △725 △30

   有価証券の売却による収入 3,859 15

      出資金の売却による収入 ― 388

   有形固定資産の取得による支出 △1,672 △3,342

   有形固定資産の売却による収入 6,815 120

   連結の範囲の変更を伴う子会社出資金 
      の取得による収入

※２ 336 △95

   短期貸付金の増減額（増加：△） △166 47

   その他 △600 △340

  投資活動によるキャッシュ・フロー 7,845 △3,236

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の増減額（減少：△） △1,545 17

   長期借入れによる収入 10,119 10,500

   長期借入金の返済による支出 △14,376 △11,187

   社債の発行による収入 189 4,997

   社債の償還による支出 △172 △232

   配当金の支払額 △217 △326

   その他 △8 △16

  財務活動によるキャッシュ・フロー △6,011 3,753

Ⅳ 現金および現金同等物に係る換算差額 △153 13

Ⅴ 現金および現金同等物の増減額（減少：△） △528 △1,186

Ⅵ 現金および現金同等物の期首残高 9,173 8,645

Ⅶ 新規連結に伴う現金および 
  現金同等物増加額

― 356

Ⅷ 現金および現金同等物の期末残高 ※１ 8,645 7,814



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数     22社

主要な連結子会社の名称

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため省略している。

株式会社エクシムは、増資により議決権の過半数

を所有することになったため、当連結会計年度に

持分法適用関連会社から連結子会社に変更してい

る。但し、中間連結会計期間末に追加取得したた

め、中間連結会計期間末以降の損益およびキャッ

シュ・フローを連結の範囲に含めている。

連結子会社であった株式会社エス・ビー・エスと

株式会社昭和ドラム製作所は、平成18年１月１日

付で合併して商号を株式会社ロジス・ワークスに

変更している。また、連結子会社であった昭和電

線不動産株式会社は、平成18年２月１日付で親会

社が吸収合併している。

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数     28社

主要な連結子会社の名称

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため省略している。

主要な非連結子会社の名称

   福清昭和成鴻電子有限公司

主要な非連結子会社の名称

   昭和電線電纜（上海）有限公司

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社の合計の総資産、売上高、持分に見

合う純損益および持分に見合う利益剰余金等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ない。

連結の範囲から除いた理由
同左

２ 持分法の適用に関する事項
持分法適用非連結子会社の数  ０社

持分法適用関連会社の数    ３社

主要な持分法適用会社の名称

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載

しているため省略している。

株式会社エクシムは、当連結会計年度に連結子会社

となったため、持分法の適用から除外している。な

お、中間連結会計期間末に持分法適用関連会社から

連結子会社に変更したため、中間連結会計期間につ

いては持分法を適用し、その損益を持分法による投

資利益に含めている。 

また、泉州電業株式会社は、当連結会計年度に所有

株式の売却により関連会社でなくなったため、持分

法の適用から除外している。なお、中間連結会計期

間末に持分法の適用から除外したため、中間連結会

計期間については持分法を適用し、その損益を持分

法による投資利益に含めている。 

非連結子会社および関連会社で持分法を適用しない

会社は、それぞれ当期純損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、持分法

の適用をしていない。適用しない主要な非連結子会

社および関連会社は、行田電線株式会社である。

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の直近の事業年度に係る財

務諸表を使用している。

２ 持分法の適用に関する事項
持分法適用非連結子会社の数  ０社

持分法適用関連会社の数    ２社

主要な持分法適用会社の名称

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載

しているため省略している。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

非連結子会社および関連会社で持分法を適用しない

会社は、それぞれ当期純損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、持分法

の適用をしていない。適用しない主要な非連結子会

社および関連会社は、行田電線株式会社である。

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の直近の事業年度に係る財

務諸表を使用している。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は

次の通りである。

会社名（決算日）

嘉興昭和機電有限公司（12月31日）

香港昭和有限公司（12月31日）

連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用してい

る。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っている。

 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は

次の通りである。

会社名（決算日）

杭州富通昭和線纜配件有限公司（12月31日）

福清昭和成鴻電子有限公司（12月31日）

SWCC SHOWA (VIETNAM) CO., LTD.（12月31日）

嘉興昭和機電有限公司（12月31日）

香港昭和有限公司（12月31日）

東莞昭和機電有限公司（12月31日）

連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用してい

る。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っている。

４ 会計処理基準に関する事項

重要な資産の評価基準および評価方法

棚卸資産…親会社は総平均法による原価法により

評価している。連結子会社は主として

移動平均法による原価法により評価し

ているが、一部の連結子会社は個別法

による原価法により評価している。

４ 会計処理基準に関する事項

重要な資産の評価基準および評価方法

棚卸資産…主として総平均法による原価法により

評価しているが、一部の連結子会社は

移動平均法による原価法または個別法

による原価法により評価している。

投資有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく時価法によ

り評価している。

(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法によ

り算定している)

投資有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく時価法によ

り評価している。

(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は主として移動平均法に

より算定している)

時価のないもの

…移動平均法による原価法により評価して

いる。

時価のないもの

…同左

 

重要な減価償却資産の減価償却方法

有形固定資産

…主として定率法を採用している。

ただし、建物(建物附属設備を除く。)に

ついては、主として定額法を採用してい

る。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

る。

建物および構築物 主に31年 

(３年～50年)

機械装置および運搬具 主に10年 

(２年～14年)

工具・器具・備品 主に５年 

(２年～15年)

         

重要な減価償却資産の減価償却方法

有形固定資産

…同左

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

繰延資産の処理方法

株式交付費および社債発行費は支出時に全額費用

として処理している。

重要な引当金の計上基準

貸倒引当金…一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上している。

重要な引当金の計上基準

貸倒引当金…同左





  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務、退職給付信

託の信託財産および年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

いる。

なお、過去勤務債務は発生時

から、数理計算上の差異は、

その発生時の翌連結会計年度

から、それぞれ従業員の平均

残存勤務期間の年数で定額法

により費用処理している。

                     
           

退職給付引当金…同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出 

  に備えるため、内規に基 

   づく期末要支給額を計上  

   している。

リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を採用している。

 

リース取引の処理方法

同左

重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては繰延ヘッジ処理、為替

予約については振当処理によっている。特例処

理の要件を満たしている金利スワップについて

は特例処理によっている。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

イ．ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・外貨建債権債務

ロ．ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

③ヘッジ方針

リスク・カテゴリー別に必要なヘッジ手段を選

択している。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎にして有効性評価を

行っている。

 

重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、

振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理によっている。特例処理の要件を満た

している金利スワップについては特例処理によっ

ている。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

イ．ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・外貨建債権債務および外

        貨建予定取引

ロ．ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

 
 
 
 
 

消費税等の会計処理

税抜方式を採用している。

 

消費税等の会計処理

同左

連結納税制度の適用

 連結納税制度を適用している。

 

連結納税制度の適用

同左



  



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価方法は全面時価

評価法を採用している。

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償

却をしている。

７                     ―

６           ―

 

 

７ のれんおよび負ののれんの償却に関する事項

のれんおよび負ののれんの償却については、５年間

の均等償却をしている。

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成している。

８                    ―

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３カ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっている。

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)）

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用している。これにより税金等調整前当期

純利益は、1,975百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除して

いる。

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 ①連結の範囲または持分法の適用の範囲の変更

 連結の範囲の変更 

昭和電線デバイステクノロジー株式会社、昭和電線

ケーブルシステム株式会社および東莞昭和機電有限

公司は新設されたことにより、昭和電線ビジネスソ

リューション株式会社、福清昭和成鴻電子有限公司

およびSWCC SHOWA(VIETNAM) CO., LTD.は重要性の

増大により、当連結会計年度から連結の範囲に含め

ている。 

また、杭州富通昭和線纜配件有限公司（平成19年１

月26日に商号を杭州富通昭和光通信配件有限公司よ

り変更）は持分比率が増加したため、当連結会計年

度から連結子会社としている。なお、支配獲得日を

当期末とみなして、貸借対照表のみ連結貸借対照表

に含めている。 

昭和電線販売株式会社は清算結了に伴い、当連結会

計年度において連結の範囲から除外しているが、清

算結了までの期間の損益およびキャッシュ・フロー

は連結の範囲に含めている。 

 

 持分法の適用の範囲の変更 

杭州富通昭和電線電纜有限公司は当連結会計年度に

所有持分の売却により関連会社でなくなったため、

持分法の適用から除外している。なお、当連結会計

年度末に持分法の適用から除外したため、当連結会

計年度を通じて持分法を適用し、その持分を持分法

による投資損益に含めている。

 ②会計処理の原則および手続の変更

 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５号）および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は50,075百万

円である。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成してい

る。

 企業結合に係る会計基準 

当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）および「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成17年12月27日）ならびに「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第10号 平成17年12月27日）を適用

している。



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

           ―

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 役員賞与に関する会計基準 

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用している。 

これによる営業利益、経常利益および税金等調整前

当期純利益の影響ならびにセグメント情報に与える

影響は軽微である。 

 

 役員退職慰労引当金 

主要な連結子会社の役員退職慰労金は、従来支出時

の費用としていたが、当連結会計年度から内規に基

づく期末要支給額を役員退職慰労金として計上する

方法に変更した。 

この変更は、役員の在任期間にわたり合理的に費用

を期間按分することにより、期間損益計算の適正化

を図るために行ったものである。 

この結果、従来の方法と比較して、営業利益、経常

利益および税金等調整前当期純利益は93百万円減少

している。 

セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ている。 

なお、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の

引当金又は準備金並びに役員退職慰労金引当金等に

関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 監

査・保証実務債務委員会報告第４２号）の改正が平

成19年４月13日付で行われたため、当中間連結会計

期間は従来の方法によっている。当中間連結会計期

間に変更後の方法によった場合の影響額は89百万円

である。



表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結貸借対照表において、「未収入金」（当期は

3,101百万円）は資産の総額の100分の５以下となっ

たため、当連結会計年度より流動資産の「その他」

に含めて表示することとした。

２ 連結損益計算書において、営業外収益の「為替差

益」は営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め、当連結会計年度において区分掲記することとし

た。なお、前連結会計年度は営業外収益の「その

他」に11百万円含まれている。

３ 連結損益計算書において、前連結会計年度において

区分掲記していた「投資有価証券等評価損」（当期

は87百万円）は特別損失の総額の100分の10以下と

なったため、特別損失の「その他」に含めて表示す

ることとした。

１ 連結損益計算書において、前連結会計年度において

区分掲記していた「為替差益」（当期は39百万円）

は営業外収益の総額の100分の10以下となったた

め、営業外収益の「その他」に含めて表示すること

とした。

２ 連結損益計算書において、特別損失の「固定資産廃

却損」は特別損失の総額の100分の10を超えたた

め、当連結会計年度において区分掲記することとし

た。なお、前連結会計年度は特別損失の「その他」

に346百万円含まれている。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 担保資産および担保付債務

担保に供している資産は次のとおりである。

投資有価証券 7,432百万円

建物および構築物
13,933
(12,338)

機械装置および運搬具
3,999
(3,978)

土地
20,132
(17,633)

その他
827
(297)

計
46,325
(34,248)

※１ 担保資産および担保付債務

担保に供している資産は次のとおりである。

投資有価証券 7,113百万円

建物および構築物
13,084
(11,591)

機械装置および運搬具
3,102
(3,085)

土地
19,973
(17,633)

その他
397
(239)

計
43,671
(32,549)

担保付債務は次のとおりである。

短期借入金
20,199百万円
(16,868)

長期借入金
16,210
(14,305)

その他 73

計
36,483
(31,174)

担保付債務は次のとおりである。

短期借入金
25,088百万円
(23,305)

長期借入金
10,476
(7,868)

その他 46

計
35,611
(31,174)

上記のうち( )内書は工場財団抵当ならびに当該

債務を示しており、内数である。

上記のうち( )内書は工場財団抵当ならびに当該

債務を示しており、内数である。

※２ 親会社は土地の再評価に関する法律（平成10年3

月31日公布法律第34号）および土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律（平成13年3月31

日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価差額のうち税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した額を「土地再評価差額金」と

して資本の部に計上している。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定め

る固定資産税評価額に合理的な調整を行って

算出している。

再評価を行った日     平成14年3月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末におけ

る時価が再評価後の帳簿価額を下回った差額

5,974百万円

※２ 親会社は土地の再評価に関する法律（平成10年3

月31日公布法律第34号）および土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律（平成13年3月31

日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行っている。なお、親会社の会社分割に伴

い、再評価した土地については分割子会社が継承

しており、分割子会社は再評価差額のうち税金相

当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した額を「土地再評価

差額金」として純資産の部に計上している。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定め

る固定資産税評価額に合理的な調整を行って

算出している。

再評価を行った日     平成14年3月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末におけ

る時価が再評価後の帳簿価額を下回った差額

6,886百万円

 

※３ このうち非連結子会社および関連会社に対するも

のは次のとおりである。

株式 2,225百万円

出資金 1,905

 
 

※３ このうち非連結子会社および関連会社に対するも

のは次のとおりである。

株式 2,477百万円

出資金 469

 

※４ 施設利用権等および固定負債のその他に連結調整

勘定がそれぞれ65百万円、17百万円含まれてい

る。

※４ 施設利用権等および固定負債のその他にのれんお

よび負ののれんがそれぞれ124百万円、12百万円

含まれている。



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 ５ 保証債務

被保証者
保証金額 
(百万円)

被保証債務の内容

従業員 79
銀行からの住宅建設
資金借入債務の保証

行田電線 
株式会社

22
金融機関からの借入
債務の保証予約

計 101

 

 ５ 保証債務

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

従業員 58
銀行からの住宅建設
資金借入債務の保証

 

 ６ 受取手形割引高が1,571百万円、受取手形裏書譲

渡高が60百万円ある。

 

 ６ 受取手形割引高が1,826百万円、受取手形裏書譲

渡高が75百万円ある。

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式217,966千株

である。

※７          ―

※８ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社および

関連会社が保有する自己株式の数は、普通株式

140千株である。

※９          ―

※８          ― 

 

 

※９ 期末日満期手形の取扱い 

当連結会計年度の末日は金融機関休業日ではある

が、受取手形および支払手形は満期日に次のとお

り入出金があったものとして会計処理している。 

受取手形     3,423百万円 

支払手形     4,979百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 一般管理費および当期製造経費に含まれている研

究開発費は1,078百万円である。

※１ 一般管理費および当期製造経費に含まれている研

究開発費は1,346百万円である。

※２ 土地、建物および構築物等に係るものである。 

 

※２ 土地および建物に係るものである。

 

※３ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産について減損損失を計上している。

用途 種類 場所 減損損失

遊休資産
建物および
土地等

東京都
足立区他

942 
百万円

賃貸資産
建物および
土地

兵庫県
尼崎市他

415 
百万円

光関連製品
製造設備等

建物および
機械装置等

神奈川県 
相模原市

617 
百万円

当社グループは、遊休資産および賃貸資産について

は個別物件単位に、それ以外の資産については、継

続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を

単位としてグルーピングしている。 

遊休資産および賃貸資産については、帳簿価額に比

較して市場価格が下落したため、光関連製品製造設

備等については、市場の需要が変化し、設備の稼動

が著しく低下したため、当該資産の帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,975

百万円）として特別損失に計上している。その内訳

は、建物および構築物708百万円、機械装置258百万

円、土地949百万円、その他59百万円である。 

回収可能価額の算定については、遊休資産は正味売

却価額により測定しており、その評価は不動産鑑定

士の不動産調査報告書に基づいて算定し、重要性の

乏しい遊休資産は主として固定資産税評価額に基づ

いて算定している。また、光関連製品製造設備等お

よび賃貸資産については使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを3.22％で割り引いて

算出している。

 

※３ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産について減損損失を計上している。

用途 種類 場所 減損損失

ワイヤハーネ
ス事業用資産

土地
埼玉県 
北葛飾郡

81 
百万円

振動制御関
連製品製造
設備等

機械装置等
神奈川県 
相模原市

78 
百万円

 

 

当社グループは、遊休資産および賃貸資産について

は個別物件単位に、それ以外の資産については、継

続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を

単位としてグルーピングしている。 

ワイヤハーネス事業用資産については、帳簿価額に

比較して市場価格が下落したため、振動制御関連製

品製造設備等については、市場の需要が変化し、設

備の稼動が著しく低下したため、当該資産の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（160百万円）として特別損失に計上している。そ

の内訳は、建物10百万円、機械装置56百万円、土地

81百万円、その他11百万円である。 

回収可能価額の算定については、ワイヤハーネス事

業用資産については正味売却価額により算定してお

り、その評価は不動産鑑定評価額に基づいて算定し

ている。また、振動制御関連製品製造設備等は使用

価値により測定しており、将来キャッシュ・フロー

を3.09％で割り引いて算出している。

 

 

※４ 事業の見直し等に係る棚卸資産処分損1,385百万

円等である。

※４          ―



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度 (平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

   

(注)１．普通株式の発行済株式総数の増加33,160千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加

    33,160千株である。 

  ２．普通株式の自己株式の株式数の増加35千株は、単元未満株式の買取りによる増加35千株である。 

  ３．普通株式の自己株式の株式数の減少158千株は、新株予約権の権利行使への充当による減少158千株で 

    ある。 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類
前連結会計年度末 
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末 
株式数（千株）

 発行済株式

普通株式 217,966 33,160 ― 251,126

合計 217,966 33,160 ― 251,126

 自己株式

普通株式 140 35 158 17

合計 140 35 158 17

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 326百万円 １円50銭 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 502百万円 ２円 平成19年３月31日 平成19年６月29日



次へ 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

※ 1 現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金および預金勘定 9,024百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △379

現金および現金同等物の期末残高 8,645

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

  持分法適用関連会社であった㈱エクシムの株式を
当中間連結会計期間末に追加取得し、議決権の過半
数を所有することになったため、当中間連結会計期
間末より連結の範囲に含めている。

  株式の追加取得により持分法適用関連会社であっ
た同社が新たに連結子会社となったことに伴う連結
開始時の資産及び負債の内訳並びに同社株式の取得
による収入（純額）との関係は次の通りである。

流動資産 10,180

固定資産 196

連結調整勘定 73

流動負債 △10,237

固定負債 △27

少数株主持分 △44

関連会社株式（支配獲得時までの持
分法評価額） 28

同社株式の追加取得価額 169

同社現金及び現金同等物 506

差引：同社取得による収入（純額） 336

 

 

 

※ 1 現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金および預金勘定 8,199百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △384

現金および現金同等物の期末残高 7,814

※２ 出資金の取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳

持分法非適用関連会社であった杭州富通昭和線纜
配件有限公司の出資金を当連結会計年度末に追加取
得し、議決権の過半数を所有することになったた
め、当連結会計年度末より連結の範囲に含めてい
る。
 出資金の追加取得により連結対象外関連会社であ
った同社が新たに連結子会社となったことに伴う連
結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社出資金の
取得価額と同社出資金取得のための支出（純額）と
の関係は次の通りである。

流動資産 507

固定資産 63

のれん 67

流動負債 0

為替換算調整勘定 △31

少数株主持分 △106
関係会社出資金（支配獲得時までの
取得価額） △110

同社株式の追加取得価額 388

同社現金及び現金同等物 △292
差引：同社取得のための支出
   （純額） 95

 
 
３ 重要な非資金取引の内容

 転換社債型新株予約権付社債の転換

新株予約権付社債の転換による資本
金の増加額

2,487 
 

新株予約権付社債の転換による資本
準備金の増加額

2,487 
 

代用自己株式の減少額 19

自己株式処分差益 4
転換による新株予約権付社債の減少
額

5,000 
 



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
および運搬具

1,564 372 1,192

工具・器具・ 
備品

1,303 617 686

無形固定資産 1,167 464 703

その他 29 10 19

合計 4,066 1,464 2,601

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
および運搬具

1,801 577 1,223

工具・器具・
備品

1,341 584 756

無形固定資産 1,313 603 710

その他 29 13 16

合計 4,485 1,779 2,706

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 710百万円

１年超 1,890

合計 2,601

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 789百万円

１年超 1,917

合計 2,706

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。

 

３ 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 668百万円

減価償却費相当額 668

 
 

３ 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 774百万円

減価償却費相当額 774

 

 

４ 減価償却費相当額算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 92百万円

１年超 802

合計 895  

４ 減価償却費相当額算定方法

同左

オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 94百万円

１年超 719

合計 813

 



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

 
  

時価のない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

  

 
  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

(1) 株式 3,056 9,642 6,585

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 3,056 9,642 6,585

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

(1) 株式 14 11 △3

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 14 11 △3

合計 3,070 9,653 6,582

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

2,447 1,493 4

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券
非上場株式
非上場債券

                                  613
                                   61



次へ 

当連結会計年度 

その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

  

 
  

時価のない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日) 

  

 
  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

(1) 株式 3,095 9,867 6,771

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 3,095 9,867 6,771

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

(1) 株式 38 32 △6

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 38 32 △6

合計 3,134 9,900 6,765

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

15 7 ―

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券
非上場株式         588              



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項

①取引の内容

為替予約取引および金利スワップ取引を利用して

いる。

１ 取引の状況に関する事項

①取引の内容

同左

②取引に対する取組方針

為替予約取引は、外貨建の債権債務および受注高

の範囲内で行っている。

金利スワップ取引は、債権債務の範囲内で行って

いる。

トレーディング目的や投機目的では行わない方針

である。

②取引に対する取組方針

同左

③取引の利用目的

為替予約取引は、外貨建債権債務の為替レートの

変動リスクを回避する目的で行っている。

金利スワップ取引は、固定金利債務を変動金利に

転換することで支払金利を低減する目的で行って

いる。また、変動金利債務を固定金利に転換する

ことで将来の金利上昇リスクを回避する目的のた

めにも利用している。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っている。

③取引の利用目的

同左

ヘッジ会計の方法

金利スワップについては繰延ヘッジ処理、為

替予約ついては振当処理によっている。特例

処理の要件を満たしている金利スワップにつ

いては特例処理によっている。

ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。な

お、振当処理の要件を満たしている為替予約

については振当処理によっている。特例処理

の要件を満たしている金利スワップについて

は特例処理によっている。

ヘッジ手段とヘッジ対象

借入金の金利変動リスクをヘッジするために

金利スワップを利用し、外貨建金銭債権債務

の為替変動リスクをヘッジするために為替予

約を利用している。

ヘッジ手段とヘッジ対象

借入金の金利変動リスクをヘッジするために

金利スワップを利用し、外貨建金銭債権債務

および外貨建予定取引の為替変動リスクをヘ

ッジするために為替予約を利用している。

ヘッジ方針

リスク・カテゴリー別に必要なヘッジ手段を

選択している。

ヘッジ方針

同左

ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間

において、ヘッジ対象の相場変動またはキャ

ッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相

場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計

とを比較し、両者の変動額等を基礎にして有

効性評価を行っている。

ヘッジ有効性評価の方法

同左



 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

 
（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

 
（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

④取引に係るリスクの内容

為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクが

あり、金利スワップ取引は市場金利の変動による

リスクがある。

デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の

高い金融機関および商社であるため信用リスクは

ほとんどないと判断している。レバレッジ効果が

高い取引はない。

④取引に係るリスクの内容

同左

⑤取引に係るリスク管理体制

為替予約取引は、取引部署が取組内容を決定し、

取引の実行および管理は経理部門が行っている。

金利スワップ取引は、取締役会で承認された基準

に基づいて行われ、決裁権限は担当役員が有し、

取締役会に報告される。

金利動向の監視とリスク計測は経理部門で行って

いる。

⑤取引に係るリスク管理体制

同左

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価（百万円） 評価損益(百万円)

金利 スワップ 200 0 0

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価（百万円） 評価損益(百万円)

金利 スワップ 200 △2 △2



前へ   次へ 

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

親会社および国内の連結子会社は、主として、確定給

付型の制度として適格退職年金制度および退職一時金

制度を設けている。

１ 採用している退職給付制度の概要

親会社および国内の連結子会社は、主として、確定給

付型の制度として適格退職年金制度および退職一時金

制度を設けている。

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △13,563百万円

ロ 年金資産 16,187

ハ 退職給付引当金 615

ニ 前払年金費用 △1,683

ホ 差引(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 1,555

(差引分内訳)

ヘ 未認識過去勤務債務 21

ト 未認識数理計算上の差異 △1,577

(ホ＋ヘ＋ト) ―

年金資産には、退職給付信託している年金資産を含

んでいる。

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △13,985百万円

ロ 年金資産 14,147

ハ 退職給付引当金 601

ニ 前払年金費用 △2,822

ホ 差引(イ＋ロ＋ハ＋ニ) △2,059

(差引分内訳)

ヘ 未認識過去勤務債務 19

ト 未認識数理計算上の差異 2,040

(ホ＋ヘ＋ト) ―

年金資産には、退職給付信託している年金資産を含

んでいる。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

イ 勤務費用 578百万円

ロ 利息費用 231

ハ 期待運用収益 △28

ニ 過去勤務債務の費用処理額 2

ホ 数理計算上の差異の
費用処理額

423

ヘ 退職給付費用

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 1,208

連結子会社の簡便法による退職給付費用は勤務費用

に含んでいる。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(平成18年４月１日～平成19年３月31日)

イ 勤務費用 642百万円

ロ 利息費用 241

ハ 期待運用収益 △46

ニ 過去勤務債務の費用処理額 2

ホ 数理計算上の差異の
費用処理額

43

ヘ 退職給付費用

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 883

連結子会社の簡便法による退職給付費用は勤務費用

に含んでいる。

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間按分方法

期間定額基準

ロ 割引率 2.0～2.5％

ハ 期待運用収益率 1.0％

ニ 過去勤務債務の処理年数 13年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 13年

 
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間按分方法

期間定額基準

ロ 割引率 2.0～2.5％

ハ 期待運用収益率 1.0％

ニ 過去勤務債務の処理年数 13年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 13年

 



(税効果会計関係) 

  

   
  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

 退職給付引当金 3,375百万円

 不動産に係わる未実現利益 703

 税務上の繰越欠損金 6,540

 減価償却損金算入限度超過額 543

 賞与引当金 599

 貸倒引当金損金算入限度超過額 325

 減損損失 780

 その他 1,138

繰延税金資産小計 14,007

評価性引当額 △9,380

繰延税金資産合計 4,626

繰延税金負債

 退職給付信託設定益 △1,282

 固定資産圧縮積立金 △141

 その他有価証券評価差額金 △2,602

 その他 △27

繰延税金負債合計 △4,053

繰延税金資産(負債)の純額 573

 

再評価に係る繰延税金資産 1,562

評価性引当額 △1,562

合計 ―

再評価に係る繰延税金負債 △5,513

合計 △5,513

再評価に係る繰延税金資産 
（負債）純額

△5,513

 

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 3,578百万円

不動産に係わる未実現利益 652

税務上の繰越欠損金 6,112

減価償却損金算入限度超過額 658

賞与引当金 723

貸倒引当金損金算入限度超過額 302

その他 1,562

繰延税金資産小計 13,590

評価性引当額 △9,713

繰延税金資産合計 3,877

繰延税金負債

退職給付信託設定益 △690

固定資産圧縮積立金 △79

その他有価証券評価差額金 △2,667

その他 △44

繰延税金負債合計 △3,481

繰延税金資産(負債)の純額 396

 

再評価に係る繰延税金資産 1,562

評価性引当額 △1,562

合計 ―

再評価に係る繰延税金負債 △5,513

合計 △5,513

再評価に係る繰延税金資産
（負債）純額

△5,513

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 

 法定実効税率

 

39.5％

 （調整）

 評価性引当金 △103.0〃

 住民税均等割 

 外国税額 

 交際費等永久に損金に算入 

 されない項目 

 受取配当金等永久に益金に算入 

 されない項目 

 信託資産売却に係る申告調整額

6.8〃

5.4〃

9.0〃

△5.3〃

10.2〃

 連結調整勘定の償却 0.5〃

 持分法適用会社の株式売却による 

 売却原価の修正額
48.5〃

 持分法による投資利益 △6.4〃

 その他 △2.3〃

 税効果適用後の法人税等の負担率 2.9〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 法定実効税率

 

39.5％

 （調整）

 評価性引当金 △29.5〃

 住民税均等割 

 交際費等永久に損金に算入 

 されない項目 

 信託資産売却に係る申告調整額 

  持分法適用会社の出資金売却による売却 

 原価の修正額

4.2〃

4.4〃

24.3〃

△4.2〃

 

 持分法による投資利益 △3.4〃

 その他
5.6〃

 税効果適用後の法人税等の負担率 40.9〃

   



前へ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 
  

 
(注) １ 事業区分は製品の使用目的および販売市場等の類似性に基づき、コミュニケーションシステム事業、デバイ

ス事業、エネルギーシステム事業他としている。 

２ 各事業区分に属する主要な製品 

コミュニケーションシステム事業……光・通信ケーブル、通信工事、ネットワークソリューション 

デバイス事業……………………………精密デバイス製品、振動制御製品、ワイヤハーネス 

ファイバフォトニクス製品 

エネルギーシステム事業他……………裸線、巻線、電力ケーブル、被覆線、アルミ線、電力工事・付属品 

                   超電導線、その他 

３ 資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は21,306百万円である。その主なものは運用資金

(現金および預金)ならびに長期投資資金(投資有価証券)である。 

４ 事業区分の変更 

親会社は、当連結会計年度において持株会社体制への移行準備に入ることを決定し、事業部門をその実態に

応じて事業会社に会社分割することとなった（平成18年４月１日より、持株会社体制へ移行している）。こ

れを機に、事業の種類別セグメント情報における事業区分を「コミュニケーションシステム事業」、「デバ

イス事業」および「エネルギーシステム事業他」に変更した。この変更は、持株会社体制移行後の経営管理

体制に沿ったものであり、経営の実態をより適切に表すことを目的として改めたものである。 

  

コミュニケー
ションシステ

ム事業 
(百万円)

デバイス
事業 

(百万円)

エネルギーシ
ステム事業他
(百万円)

計(百万円)
消去または 
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益
売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

27,550 19,356 98,357 145,264 ― 145,264

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

587 443 2,446 3,477 △3,477

計 28,138 19,800 100,804 148,742 △3,477 145,264

営業費用 27,182 19,569 99,728 146,480 △3,445 143,034

営業利益 955 230 1,076 2,262 △31 2,230

Ⅱ 資産、減価償却費および
資本的支出

資産 27,937 23,079 88,743 139,760 21,114 160,875

減価償却費 652 386 1,978 3,018 ― 3,018
資本的支出 305 261 1,229 1,796 ― 1,796



当連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は製品の使用目的および販売市場等の類似性に基づき、コミュニケーションシステム事業、デバイ

ス事業、エネルギーシステム事業他としている。 

２ 各事業区分に属する主要な製品 

コミュニケーションシステム事業……光・通信ケーブル、通信工事、ネットワークソリューション 

デバイス事業……………………………精密デバイス製品、振動制御製品、ワイヤハーネス 

ファイバフォトニクス製品 

エネルギーシステム事業他……………裸線、巻線、電力ケーブル、被覆線、アルミ線、電力工事・付属品 

                   超電導線、その他 

３ 資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は19,007百万円である。その主なものは運用資金

(現金および預金)ならびに長期投資資金(投資有価証券)である。 

４ 会計処理の方法の変更 

役員退職慰労引当金の計上方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より役員退職

慰労金は、内規に基づく期末要支給額により計上する方法に変更した。 

この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は、コミュニケーションシステム事業

が20百万円、デバイス事業が29百万円、エネルギーシステム事業他が43百万円増加し、営業利益が同額減少

している。 

  

コミュニケー
ションシステ

ム事業 
(百万円)

デバイス
事業 

(百万円)

エネルギーシ
ステム事業他
(百万円)

計(百万円)
消去または 
全社(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益
売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

30,299 21,715 157,110 209,125 ―
209,125

 

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

801 386 2,453 3,641 △3,641

計 31,101 22,102 159,563 212,767 △3,641 209,125

営業費用 30,648 23,251 154,828 208,728 △3,644 205,083

営業利益または損失（△） 453 △1,149 4,735 4,039 2 4,041

Ⅱ 資産、減価償却費および
資本的支出

資産 26,640 20,984 111,225 158,851 18,776 177,627

減価償却費 587 468 1,884 2,941 ― 2,941
資本的支出 388 1,211 2,341 3,941 ― 3,941



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

当連結会計年度において、本国の売上高および資産の金額は、全セグメントの売上高および資産

の合計の金額に占める割合が90％超であるため、記載を省略している。 

  

当連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

当連結会計年度において、本国の売上高および資産の金額は、全セグメントの売上高および資産

の合計の金額に占める割合が90％超であるため、記載を省略している。 

  

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度による。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

アジア……中国、インドネシア、アラブ首長国連邦等 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高である。 

  

当連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度による。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

アジア……中国、カタール、インドネシア等 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高である。 

  

  

  

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 14,996 159 15,156

Ⅱ 連結売上高(百万円) 145,264

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.3 0.1 10.4

アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 26,686 342 27,029

Ⅱ 連結売上高(百万円) 209,125

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

12.8 0.2 12.9



(関連当事者との取引) 

前連結会計年度（自平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

該当事項なし。 

  

(企業結合等関係) 

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

共通支配下の取引等関係

 （１）結合当事企業又は対象となった名称およびその 

    事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の 

       名称、取引の目的を含む取引の概要

      ①対象となった事業の名称およびその事業の内容 

    親会社の業務サポート関連事業 

   ②企業結合の法的形式 

    分社型吸収分割 

   ③結合後企業の名称 

    昭和電線ビジネスソリューション株式会社 

   ④取引の目的を含む取引の概要 

    親会社は、事業部門を事業会社に分社化して持 

    株会社体制に移行することにより、グループ経営 

       統括と事業経営を分離し、それぞれの責任と権限 

       を明確にした上で、持株会社はグループ全体の事 

       業の戦略性をより向上させ、各事業会社は個々の 

       事業の自立性を高め一層の事業拡大を追及し、事 

       業環境が変化しても安定した配当が継続可能な体 

       制を整え、昭和電線グループとしての企業価値の 

       向上を目指している。この親会社の持株会社への 

       移行に伴い、業務サポート関連事業を昭和電線ビ 

       ジネスソリューション株式会社へ吸収分割した。

 （２）実施した会計処理の概要 

   「企業結合に係る会計基準 三 企業結合に係る会 

     計基準 ４ 共通支配下の取引等の会計処理  

    （１） 共通支配下の取引」に規定する会計処理を 

     適用している。

（３）子会社株式の追加取得に関する事項 

   取得原価  2,125百万円



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりである。 

 
  

  

  

(重要な後発事象) 

   前連結会計年度（自平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

該当事項なし。 

  

   当連結会計年度（自平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

該当事項なし。 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産 203.72円 １株当たり純資産 199.38円

１株当たり当期純利益 3.23円 １株当たり当期純利益 3.60円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載していない。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益（百万円） 717 804

普通株主に帰属しない金額（百万円） 12 ―

（うち利益処分による役員賞与金(百万円)） 12 ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 705 804

普通株式の期中平均株式数（千株） 217,837 223,442



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 当期末残高のうち（ ）内は、１年以内に償還予定の金額で内数である。 

２ 連結決算日後５年内における償還予定額は次の通りである。 

  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

 ２ 長期借入金の連結決算日後５年内における返済予定額は次の通りである。 

  

 
  

(2) 【その他】 

特記事項なし。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

宮崎電線工業㈱ 第１回無担保社債 15.3.25 100 0 0.62 なし 19.3.23

宮崎電線工業㈱ 第３回無担保社債 15.4.25 70
70

(70)
0.47 なし 19.4.25

冨士電線㈱ 第５回無担保社債 15.5.26 180
132
(48)

0.34 なし 21.5.26

冨士電線㈱ 第６回無担保社債 15.10.30 200 200 1.20 なし 20.10.30

冨士電線㈱ 第７回無担保社債 15.12.26 190
145
(44)

0.8 なし 21.12.25

冨士電線㈱ 第８回無担保社債 17.8.31 190
170
(20)

0.79 なし 24.8.31

㈱ロジス・ワーク
ス

第１回無担保社債 16.9.27 70
50

(50)
0.68 なし 19.9.27

合計 ― 1,000
767

(232)
― ― ―

１年以内 

（百万円）

１年超２年以内 

（百万円）

２年超３年以内 

（百万円）

３年超４年以内 

（百万円）

４年超５年以内 

（百万円）

232 312 112 20 20

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 37,185 37,204 1.842 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 10,262 10,578 2.562 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

18,559 17,556 2.552 20.4～23.12

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 66,007 65,338 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

7,889 5,295 3,103 1,267



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金および預金 4,651 1,476

 ２ 受取手形 ※8 7,391 ―

 ３ 売掛金 ※8 26,562 ―

 ４ 製品 3,094 ―

 ５ 原材料 2,909 ―

 ６ 仕掛品 2,631 ―

 ７ 貯蔵品 400 2

 ８ 前払費用 221 91

 ９ 未収入金 ※8 10,430 4,054

 10 短期貸付金 ※8 4,577 34,539

 11 繰延税金資産 2,061 26

 12 その他 76 191

   貸倒引当金 △5 ―

   流動資産合計 65,002 50.3 40,383 38.0

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※2

  １ 建物 30,642 ―

    減価償却累計額 16,049 14,592 ― ―

  ２ 構築物 3,455 ―

    減価償却累計額 2,756 699 ― ―

  ３ 機械装置 54,591 ―

    減価償却累計額 48,522 6,068 ― ―

  ４ 車両・運搬具 668 ―

    減価償却累計額 630 37 ― ―

  ５ 工具・器具・備品 6,639 5

    減価償却累計額 6,091 548 5 0

  ６ 土地 ※3 21,761 ―

  ７ 建設仮勘定 91 ―

    有形固定資産合計 43,800 33.9 0 0.0

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 36 4

  ２ 施設利用権 282 219

    無形固定資産合計 318 0.2 224 0.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※1 9,512 6,157

  ２ 関係会社株式 6,763 32,673

  ３ 出資金 100 0

  ４ 関係会社出資金 2,056 31

  ５ 従業員長期貸付金 0 ―

  ６ 関係会社長期貸付金 338 27,176

  ７ 破産更生債権等 4 3

  ８ 関係会社長期営業債権 851 ―



     
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
事項

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

  ９ 長期前払費用 37 7

  10 前払年金費用 1,683 44

  11 その他 723 266

    貸倒引当金 △874 △3

    投資損失引当金 △1,102 △582

    投資その他の資産合計 20,093 15.6 65,776 61.8

    固定資産合計 64,213 49.7 66,001 62.0

    資産合計 129,216 100 106,384 100

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※8 1,434 ―

 ２ 買掛金 ※8 10,454 ―

 ３ 短期借入金 ※2 29,722 31,694

 ４ １年以内に返済予定の 
   長期借入金

※1,2 9,352 9,716

 ５ 未払金 ※8 7,270 1,539

 ６ 未払費用 1,617 297

 ７ 未払法人税等 73 69

 ８ 前受金 26 ―

 ９ 預り金 ※8 1,660 5,809

 10 設備支払手形 78 ―

 11 その他 ※8 111 ―

   流動負債合計 61,801 47.8 49,126 46.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※1,2 17,285 16,376

 ２ 長期繰延税金負債 3,482 317

 ３ 再評価に係る繰延税金負債 ※3 5,513 ―

 ４ その他 14 14

   固定負債合計 26,296 20.4 16,708 15.7

   負債合計 88,097 68.2 65,834 61.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※4 18,733 14.5 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 5,030 ―

 ２ その他資本剰余金

  ①資本金および資本準備金 

   減少差益
8,223 8,223 ― ―

   資本剰余金合計 13,254 10.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金

  ①固定資産圧縮積立金 88 88 ― ―

 ２ 当期未処分利益 856 ―

   利益剰余金合計 944 0.7 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※3 4,489 3.5 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 3,711 2.9 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※5 △16 △0.0 ― ―

   資本合計 41,118 31.8 ― ―

   負債・資本合計 129,216 100 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
事項

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 21,221 19.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 7,518

  (2) その他資本剰余金 ― 8,228

    資本剰余金合計 ― ― 15,747 14.8

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 826

    利益剰余金合計 ― ― 826 0.8

 ４ 自己株式 ― ― △2 △0.0

   株主資本合計 ― ― 37,793 35.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 2,756 2.6

   評価・換算差額等合計 ― ― 2,756 2.6

   純資産合計 ― ― 40,549 38.1

   負債純資産合計 ― ― 106,384 100



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※2 97,213 100 ― ―

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首棚卸高 2,707 ―

 ２ 当期製品製造原価 ※2,3 65,057 ―

 ３ 当期製品仕入高 ※2 25,713 ―

合計 93,478 ―

 ４ 社内使用高 46 ―

 ５ 製品期末棚卸高 3,094 90,337 92.9 ― ― ―

   売上総利益 6,875 7.1 ― ―

Ⅲ 販売費および一般管理費

 １ 荷造運送費 2,081 ―

 ２ 販売諸経費 285 ―

 ３ 貸倒引当金繰入額 △3 ―

 ４ 従業員給料手当 940 ―

 ５ 退職給付費用 757 ―

 ６ 福利厚生費 794 ―

 ７ 減価償却費 128 ―

 ８ 研究開発費 ※3 716 ―

 ９ その他 867 6,568 6.8 ― ― ―

Ⅰ 営業収益 ※1

 １ 経営運営料収入 ※2 ― 1,986

 ２ 関係会社受取配当金 ― ― ― 297 2,283 100

Ⅱ 営業費用 ※1

 １ 貸倒引当金繰入額 ― 1

 ２ 役員報酬 ― 132

 ３ 従業員給料手当 ― 270

 ４ 退職給付費用 ― 30

 ５ 賃借料 ― 220

 ６ 事務業務委託料 ― 949

 ７ その他 ※3 ― ― ― 673 2,277 99.7

   営業利益 307 0.3 5 0.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※2 128 1,420

 ２ 受取配当金 ※2 1,198 102

 ３ 為替差益 281 ―

 ４ その他 69 1,678 1.7 24 1,548 67.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,341 1,325

 ２ その他 220 1,561 1.6 121 1,447 63.4

   経常利益 424 0.4 106 4.7



  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 1,486 ―

 ２ 関係会社株式売却益 944 ―

 ３ 投資損失引当金戻入額 ※4 155 ―

 ４ 固定資産売却益 ※5 151 ―

 ５ 貸倒引当金戻入額 11 2,748 2.8 ― ― ―

Ⅶ 特別損失

 １ 土壌改良費用 ― 151

 ２ 事業構造改善等損失 ※6 1,552 ―

 ３ 減損損失 ※7 930 ―

 ４ 投資損失引当金繰入額 ※8 386 ―

 ５ 貸倒引当金繰入額 ※9 22 ―

 ６ その他 877 3,768 3.8 8 160 7.1

   税引前当期純損失 595 0.6 53 2.4

   法人税、住民税 
   および事業税

△188 243

   法人税等調整額 △418 △606 △0.6 △505 △262 △11.5

   当期純利益 11 0.0 208 9.1

   前期繰越利益 282 ―

   土地再評価差額金取崩額 563 ―

   当期未処分利益 856 ―



製造原価明細書 

  

 
(注) １ 当社の原価計算は加工費工程別総合原価計算(実際原価計算)を採用し、原価計算期間における総製造費用の

うち加工費のみは要素別・部門別・月別に集計し、材料費は要素別に製品・仕掛品について計算している。

２ ※他勘定振替高のうち主なものは、自家使用である。 

３ 当社は平成18年４月１日に事業会社を分割し持株会社となり、製造部門を有しないこととなったため、当事

業年度については記載していない。 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 55,200 84.0

Ⅱ 労務費 3,200 4.8

Ⅲ 経費

 １ 動力・光熱費 694

 ２ 消耗品費 423

 ３ 減価償却費 1,921

 ４ 修繕費 342

 ５ 外注加工費 1,608

 ６ その他 2,359 7,350 11.2

   当期製造総費用 65,751 100

   期首仕掛品棚卸高 3,543

合計 69,295

   他勘定振替高 ※ △1,606

   期末仕掛品棚卸高 2,631

   当期製品製造原価 65,057



③ 【利益処分計算書および株主資本等変動計算書】 

  

   〔利益処分計算書〕 

 
     （注） 固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法の規定に基づくものである。 

  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(当期未処分利益の処分)

Ⅰ 当期未処分利益 856

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 固定資産圧縮積立金 
 取崩額

88 88

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 326 326

Ⅳ 次期繰越利益 618



〔株主資本等変動計算書〕 

当事業年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

                                             （単位 百万円） 

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 

準備金

その他 

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金

利益剰余金 

合計
固定資産
圧縮 

積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 18,733 5,030 8,223 13,254 88 856 944 △16 32,917

事業年度中の変動額

 新株の発行 2,487 2,487 2,487 4,975

 自己株式の処分 4 4 19 24

 任意積立金の取崩 △88 88 ― ―

 剰余金の配当（注） △326 △326 △326

 当期純利益 208 208 208

 自己株式の取得 △6 △6

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 2,487 2,487 4 2,492 △88 △29 △118 13 4,875

平成19年３月31日残高 21,221 7,518 8,228 15,747 ― 826 826 △2 37,793

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高 3,711 4,489 8,201 41,118

事業年度中の変動額

 新株の発行 4,975

 自己株式の処分 24

 任意積立金の取崩 ―

 剰余金の配当（注） △326

 当期純利益 208

 自己株式の取得 △6

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△954 △4,489 △5,444 △5,444

事業年度中の変動額合計 △954 △4,489 △5,444 △568

平成19年３月31日残高 2,756 ― 2,756 40,549



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法を採用している。

１ 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法を採用し

ている。

(評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定している)

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法を採用し

ている。

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定してい

る)

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用している。

時価のないもの

同左

２ 棚卸資産の評価基準および評価方法

総平均法による原価法を採用している。

２ 棚卸資産の評価基準および評価方法

同左

３ 有形固定資産の減価償却の方法

定率法を採用している。ただし、建物(建物附属

設備を除く。)、愛知工場における有形固定資産

については定額法を採用している。

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物および構築物 主に31年 

(３年～50年)

機械装置および運搬具 主に10年 

(２年～14年)

工具・器具・備品 

 

主に５年 

(２年～15年)

３ 有形固定資産の減価償却の方法

定率法を採用している。

４          ― ４ 繰延資産の処理方法

社債発行費および新株発行費は支出時に全額費用と

して処理している。

５ 引当金の計上基準

貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し回収不能見込額を計上している。

５ 引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務、退職給付信託の信託財産および年

金資産の見込額に基づき、計上することとしてい

るが、当期末における退職給付債務から未認識数

理計算上の差異および未認識過去勤務債務を控除

した額を、退職給付信託の信託財産および年金資

産が上回った結果、前払年金費用として計上して

いる。なお、過去勤務債務は発生時から、数理計

算上の差異は、その発生時の翌事業年度から、そ

れぞれ従業員の平均残存勤務期間の年数で定額法

により費用処理している。

退職給付引当金

同左



 
  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

投資損失引当金

関係会社に対する投資損失に備えるため、当該関

係会社の財政状態および回復可能性等を勘案し、

損失見込額を計上している。

６ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採

用している。

投資損失引当金

         同左

６ リース取引の処理方法

同左

７ ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては繰延ヘッジ処理、為替予

約については振当処理によっている。特例処理の

要件を満たしている金利スワップについては特例

処理によっている。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

イ．ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・外貨建債権債務

ロ．ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

③ヘッジ方針

リスク・カテゴリー別に必要なヘッジ手段を選択

している。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュフ

ロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキ

ャッシュフロー変動の累計とを比較し、両者の変

動額等を基礎にして有効性評価を行っている。

７ ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、

振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理に、特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては特例処理によっている。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

８ その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用している。

 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用している。

８ その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

連結納税制度の適用

同左



重要な会計方針の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

  

追加情報 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)）及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用している。これにより税引前当期純損失

が930百万円増加している。なお、減損損失累計額

については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除している。

 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は40,549百万

円である。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後

の財務諸表等規則により作成している。

 企業結合に係る会計基準 

当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成15年10月31日）および「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準第７号）ならびに「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準適用指針第10号）を適用している。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 損益計算書において、営業外収益の「為替差益」は

営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当事

業年度において区分掲記することとした。なお、前

期は営業外収益の「その他」に43百万円含まれてい

る。

２ 損益計算書において前期において区分掲記していた

「投資有価証券等評価損」（当期は73百万円）は特

別損失の総額の100分の10以下となったため、特別

損失の「その他」に含めて表示することとした。

１ 損益計算書において前期において区分掲記してい

た「為替差益」（当期は3百万円）は営業外収益の

総額の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することとした。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

                 ― 財政状態・経営成績の変動について 

当社は平成18年４月１日付で会社分割を行い、持

株会社へ移行している。このため、当事業年度の

財政状態および経営成績は前事業年度と比較して 

大きく変動している。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 投資有価証券のうち7,396百万円は、長期借入金

960百万円、１年以内に返済予定の長期借入金

1,605万円に対する銀行他の支払保証の担保に供

している。

※１ 投資有価証券のうち5,911百万円は、長期借入金

2,087百万円、１年以内に返済予定の長期借入金

920万円に対する金融機関の支払保証の担保に供

している。

※２ このうち34,248百万円(帳簿価額)は工場財団を組

成し、長期借入金14,305百万円、１年以内に返済

予定の長期借入金6,495百万円および短期借入金

10,372百万円に対する担保に供している。

※２                 ―

 

財団内訳

建物 11,714百万円

構築物 624

機械装置 3,978

工具・器具・備品 297

土地 17,633

計 34,248

このうち2,066百万円(帳簿価額)は１年以内に返

済予定の長期借入金130百万円の担保に供してい

る。

建物 942百万円

機械装置 17

土地 1,106

計 2,066

なお、上記有形固定資産のうち903百万円は連結

子会社の借入金360百万円に対するものである。

※３ 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公

布法律第34号）および土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律（平成13年3月31日公布法

律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、再評価差額のうち税金相当額を「再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した額を「土地再評価差額金」として資本

の部に計上している。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定め

る固定資産税評価額に合理的な調整を行って

算出している。

再評価を行った日     平成14年3月31日

再評価を行った土地の当期末における時価が再

評価後の帳簿価額を下回った差額

5,974百万円

 

 

※３         ―



 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※４ 授権株数 普通株式 700,000千株

   発行済株式総数 普通株式 217,966千株

  

※４          ―

 

※５ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式140千

株である。

※５           ―

 

６ 保証債務

被保証者
保証金額 
(百万円)

被保証債務の内容

従業員 79
銀行から住宅建設資
金借入債務の保証

冨士電線㈱
他５社

952
金融機関からの借入
債務の債務保証およ
び保証予約

計 1,031

６ 保証債務

被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

㈱エクシム
他１社

3,798

契約履行保証状等
に関する契約履行
債務等

昭和電線ケー
ブルシステム

㈱
2,267

信用状付手形に関
する仕入債務

冨士電線㈱
他３社

386

借入債務

㈱SDS 他１
社

102

手形遡及債務

従 業 員（連
結子会社従
業員含む）

58

住宅建設資金借入
債務等

計 6,614

 ７ 受取手形裏書譲渡高836百万円がある。

 

 ７                    ―

 

※８ 関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりである。

受取手形 6,645百万円

売掛金 10,102

未収入金 8,770

短期貸付金 4,577

支払手形 509

買掛金 2,445

預り金 1,405

 

 

※８ 関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりである。

未収入金  1,499百万円

短期貸付金 34,539

預り金 5,764

    なお、上記以外の関係会社に対する負債の合計 

    額が、負債の100分の１を超過しており、その合 

    計額は1,184百万円である。

９ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が3,711百

万円増加している。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

る。

   土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当する

ことが制限されている。

９          ―

   

   

   



(損益計算書関係) 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１         ―

   

 

 

 

 

 

 

※２ 関係会社との主な取引は次のとおりである。

売上高 57,851百万円

仕入高 44,879

受取配当金 1,074

 

※１ 営業収益および営業費用について

   当社は平成18年４月１日付で会社分割を行い、 

  持株会社へ移行している。 

  持株会社への移行後は関係会社からの受取配当 

   金および経営運営料収入がその収益となるた 

    め、従来の事業に係る売上高と区別して「営業 

    収益」として表示し、営業収益に対応する費用 

    については「営業費用」としている。

※２ 関係会社との主な取引は次のとおりである。

経営運営料収入 1,986百万円

事務業務委託料 701

受取利息 1,414

※３ 一般管理費および当期製造費用に含まれている研

究開発費は、854百万円である。

※４ 関係会社に係るものは155百万円である。

※５ 土地および機械装置等に係るものである。

※３ 営業費用に含まれている研究開発費は、45百万円

である。

※４          ―

※５          ―

※６ 事業の見直し等に係る棚卸資産処理損1,089百万

円等である。

※６          ―

 

※７ 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産について減

損損失を計上している。

用途 種類 場所 減損損失

遊休資産
建物および
土地等

北海道
恵庭市他

312 
百万円

光関連製
品製造設
備等

建物および
機械装置等

神奈川県
相模原市

617 
百万円

当社は、遊休資産および賃貸資産については個別物

件単位に、それ以外の資産については、継続的に収

支の把握を行っている管理会計上の区分を単位とし

てグルーピングしている。 

遊休資産については、帳簿価額に比較して市場価格

が下落したため、光関連製品製造設備等については

市場の需要が変化し設備の稼動が著しく低下したた

め、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（930百万円）として特別

損失に計上している。その内訳は、建物580百万円、

機械装置258百万円、土地28百万円、その他62百万円

である。 

回収可能価額の算定については、遊休資産は正味売

却価額により測定しており、その評価は不動産鑑定

士の不動産調査報告書に基づいて算定し、重要性の

乏しい遊休資産は主として固定資産税評価額に基づ

いて算定している。また、光関連製品製造設備等に

ついては、使用価値により測定しており、将来キャ

ッシュ・フローを3.38％で割り引いて算出してい

※７          ―



る。



  

 
  

  

  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 
  

   

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加35千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

   ２．普通株式の自己株式の株式数の減少158千株は、新株予約権の権利行使への充当による減少158千株

     である。 

  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※８ 関係会社に係るものは386百万円である。

※９ 関係会社に係るものは22百万円である。

※８          ―

※９          ―

前事業年度末株式数
（千株）

当事業年度増加株式数
（千株）

当事業年度減少株式数
（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

  自己株式

普通株式 140 35 158 17

合計 140 35 158 17



(リース取引関係) 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①借手側

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 741 59 682

工具・器具・ 
備品

628 252 375

ソフトウエア 433 126 306

その他 45 17 28

合計 1,848 455 1,393

 

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具・器具・
備品

33 32 1

ソフトウェア 16 14 1

合計 50 46 3

なお、上記金額には、転貸リース取引に係るリース

物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額およ

び期末残高相当額は含まれていない。

 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により、算定している。

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 291百万円

１年超 1,101

合計 1,393

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 284百万円

１年超 991

合計 1,275

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。

なお、上記金額には、転貸リース取引に係る未経過

リース料期末残高相当額が含まれている。

 

３ 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 226百万円

減価償却費相当額 226

 
 

３ 支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 11

支払利息相当額 0

なお、上記金額には、転貸リース取引に係る支払リ

ース料、減価償却費相当額および支払利息相当額は

含まれていない。

４ 減価償却費相当額算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

 

 

４ 減価償却費相当額算定方法

同左 

 

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得差額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配賦方法については、

利息法によっている。



  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 92百万円

１年超 802

合計 895

 

②貸手側

 未経過リース料期末残高相当額

１年内 281百万円

１年超 991

合計 1,272

上記金額は、すべて転貸リース取引に係る貸手側の

未経過リース料期末残高相当額である。

なお、当該転貸リース取引は同一の条件で連結子会

社にリースしており、同額の残高が上記の貸手側の

未経過リース料期末残高相当額に含まれている。

オペレーティング・リース取引

①借手側
 未経過リース料

１年内 92百万円

１年超 709

合計 802



(有価証券関係) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度および当事業年度において、子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

 退職給付引当金 3,141百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 339

 減価償却損金算入限度超過分 513

 賞与引当金 169

 投資損失引当金 435

 減損損失 369

 税務上の繰越欠損金 5,775

 その他 815

繰延税金資産小計 11,559

評価性引当額 △7,721

繰延税金資産合計 3,838

繰延税金負債

 退職給付信託設定益 △2,770

 その他有価証券評価差額金 △2,423

 その他 △65

繰延税金負債合計 △5,259

繰延税金資産(負債)の純額 △1,420

再評価に係る繰延税金資産 1,562

評価性引当額 △1,562

合計 ―

再評価に係る繰延税金負債
△5,513

合計 △5,513

再評価に係る繰延税金資産 
（負債）

△5,513

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

 会社分割による子会社株式 994百万円

投資損失引当金 229

税務上の繰越欠損金 5,079

その他 813

繰延税金資産小計 7,117

評価性引当額 △4,919

繰延税金資産合計 2,198

繰延税金負債

退職給付信託設定益 △690

その他有価証券評価差額金 △1,799

繰延税金負債合計 △2,489

繰延税金資産(負債)の純額 △291

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失であるため、この差異については

記載していない。 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失であるため、この差異については

記載していない。 

 



(１株当たり情報) 

  

 
  

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりである。 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産 188.76円 １株当たり純資産 161.48円

１株当たり当期純利益 0.05円 １株当たり当期純利益 0.93円

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について 

は、潜在株式が存在しないため、記載をしていない。 

 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について 

は、潜在株式が存在しないため、記載をしていない。 

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 11 208

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―  ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 11 208

普通株式の期中平均株式数（千株） 217,837 223,442



(重要な後発事象) 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 当社は、平成18年２月24日開催の臨時株主総会の決議

に基づき、平成18年４月１日付で、当社の各事業部門な

らびに業務サポート部門を、会社分割制度を活用するこ

とにより３事業会社に分社化し、持株会社となった。

（なお、当社は、持株会社となったことに伴い、同日付

で商号を「昭和電線電纜株式会社」から「昭和電線ホー

ルディングス株式会社」に変更した。） 

 

 会社分割に関する事項の概要は以下のとおりである。

１．会社分割の目的

分割の目的については、「第１ 企業の概要 ３

事業の内容」に記載のとおりである。

２．分割する事業内容 

(1)デバイス関連事業 

電子・情報機器、ゴム・プラスチック加工品の製造

販売等 

(2)電線・ケーブル関連事業 

電線ケーブル、光ファイバケーブルの製造販売等 

(3)業務サポート関連事業 

グループ会社の業務サポート等

３．会社分割の日程 

会社分割期日：平成18年４月１日 

会社分割登記：平成18年４月３日

４．分割の方式 

(1)デバイス関連事業 

当社を分割会社とし、新設会社を設立し、承継会社

とする分社型新設分割を行った。 

(2)電線・ケーブル関連事業 

当社を分割会社とし、新設会社を設立し、承継会社

とする分社型新設分割を行った。 

(3)業務サポート関連事業 

当社を分割会社とし、既存子会社を承継会社とする

分社型吸収分割を行った。

５．承継会社の概要

(1)デバイス関連事業

①商号
昭和電線デバイステクノロジー 
株式会社

②事業内容
電子・情報機器、ゴム・プラスチック
加工品の製造販売等

③設立年月日 平成18年4月1日

④本店所在地 東京都港区虎ノ門一丁目１番地１８号

⑤代表者 代表取締役 渡邊 一男

⑥資本金 2,500百万円

⑦発行済株式 
 総数

普通株式50,000株

⑧株主資本 3,937百万円

⑨総資産 14,611百万円

 
           ―



前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

 

  (2)電線・ケーブル関連事業

①商号 昭和電線ケーブルシステム株式会社

②事業内容
電線ケーブル、光ファイバケーブルの
製造販売等

③設立年月日 平成18年4月1日

④本店所在地 東京都港区虎ノ門一丁目１番地１８号

⑤代表者 代表取締役 島津 正明

⑥資本金 10,000百万円

⑦発行済株式 
 総数

普通株式200,000株

⑧株主資本 29,185百万円

⑨総資産 98,709百万円

(3)業務サポート関連事業

①商号

昭和ビジネスサポート株式会社 
（平成18年4月1日付で「昭和電線 
ビジネスソリューション株式会社」 
に変更）

②事業内容 グループ会社の業務サポート等

③設立年月日 平成14年4月1日

④本店所在地
 神奈川県川崎市川崎区小田栄二丁目
 １番１号

⑤代表者 代表取締役 滝澤 明久

⑥資本金 100百万円

⑦発行済株式 
 総数

普通株式2,000株

⑧株主資本 2,230百万円

⑨総資産 2,401百万円

６．承継される資産および負債

(1)デバイス関連事業

（金額：百万円）

科目 金額 科目 金額

(資産の部) 
I  流動資産 
II 固定資産

 
10,249 
4,362

(負債の部) 
I  流動負債 
II 固定負債

9,271 
1,403

負債合計 10,674

差引正味財産 3,937

資産合計 14,611

(2)電線・ケーブル関連事業

（金額：百万円）

科目 金額 科目 金額

(資産の部) 
I  流動資産 
II 固定資産

 
49,603 
49,106 

 

(負債の部) 
I  流動負債 
II 固定負債

39,113 
30,410

負債合計 69,523

差引正味財産 29,185

資産合計 98,709



  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

(3)業務サポート関連事業

（金額：百万円）

科目 金額 科目 金額

(資産の部) 
I  流動資産 
II 固定資産

 
258 

2,142

(負債の部) 
I  流動負債 
II 固定負債

160 
10

負債合計 171

差引正味財産 2,230

資産合計 2,401



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

  

銘柄 株式数(千株) 貸借対照表計上額(百万円)

泉州電業㈱ 1,000 2,950

㈱東芝 1,849 1,455

㈱ダイヘン 1,224 844

三菱電線工業㈱ 1,500 283

新日鉱ホールディングス㈱ 254 258

投資有価証券 その他有価証券 三井トラスト・ホールディ
ングス㈱

160 185

DOWAホールディングス㈱ 100 119

リケンテクノス㈱ 121 50

その他８銘柄 0 9

小計 6,208 6,157

計 6,208 6,157



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期減少高のうち、主要なものは次のとおりである。 

会社分割による減少 

建物             30,642百万円 

構築物             3,455百万円 

機械装置                      54,591百万円 

車両・運搬具                     668百万円 

工具・器具・備品               6,601百万円 

土地             21,761百万円 

建設仮勘定               91百万円 

ソフトウェア           107百万円 

施設利用権                        69百万円 

長期前払費用             1百万円 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
または償却
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 30,642 ― 30,642 ― ― ― ―

 構築物 3,455 ― 3,455 ― ― ― ―

 機械装置 54,591 ― 54,591 ― ― ― ―

 車両・運搬具 668 ― 668 ― ― ― ―

 工具・器具・備品 6,639 ― 6,634 5 5 0 0

 土地 21,761 ― 21,761 ― ― ― ―

 建設仮勘定 91 ― 91 ― ― ― ―

有形固定資産計 117,850 ― 117,845 5 5 0 0

無形固定資産

 ソフトウェア 114 
 

2 
 

107
 

9
 

4
 

1 
 

4
 

 施設利用権 314 ― 79 235 15 3 219

無形固定資産計 428 2 186 244 20 5 224

長期前払費用 107 0 101 7 ― ― 7



【引当金明細表】 

  

 
(注) １．貸倒引当金における当期減少額のその他の理由 

  会社分割によるもの               ８７７百万円 

  一般債権の貸倒実績率洗替額によるもの        ０百万円 

２．投資損失引当金における当期減少額のその他は会社分割によるものである。 

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 879 1 ― 878 3

投資損失引当金 1,102 ― ― 520 582



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当期末(平成19年３月31日)における主な資産および負債の内容は次のとおりである。 

① 現金および預金 

 
(注) 普通預金、通知預金 

  

② 棚卸資産 

 貯蔵品 

期末残高    ２百万円 

パンフレット等である。 

  

③ 短期貸付金 

 
  

  

④ 関係会社株式 

 
  

  

⑤ 関係会社長期貸付金 

区分 金額(百万円)

預金

当座預金 1,418

その他(注) 58

計 1,476

相手先 金額(百万円)

昭和電線ケーブルシステム㈱ 23,362

昭和電線デバイステクノロジー㈱ 6,078

㈱ダイジ 1,601

宮崎電線工業㈱ 970

㈱アクシオ 780

㈱ユニマック 704

㈱エクシム 540

㈱ケイ・エス・デー 300

SWCC SHOWA (VIETNAM) CO., LTD. 118

その他 84

計 34,539

銘柄 金額(百万円)

子会社株式

 昭和電線ケーブルシステム㈱ 22,215

 昭和電線デバイステクノロジー㈱ 4,670

 昭和電線ビジネスソリューション㈱ 2,155

 ㈱ダイジ 1,263

 ㈱ＳＤＳ 1,256

 冨士電線㈱ 680

 ㈱アクシオ 431

計 32,673

相手先 金額(百万円)

昭和電線ケーブルシステム㈱ 24,977

昭和電線デバイステクノロジー㈱ 1,322

SWCC SHOWA (VIETNAM) CO., LTD. 424

昭光機器工業㈱ 290

昭和電線ビジネスソリューション㈱ 100

㈱ダイジ 63

計 27,176



 
  



⑥ 短期借入金 

 
  

  

⑦ １年以内に返済予定の長期借入金 

 
（注）シンジケートローンは、㈱みずほコーポレート銀行を主幹事とするその他27社によるものである。 

  

⑧ 預り金 

 
  

  

⑨ 長期借入金 

 
（注）シンジケートローンは、㈱みずほコーポレート銀行を主幹事とするその他27社によるものである。 

  

(3) 【その他】 

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 7,616

㈱りそな銀行 7,616

㈱三井住友銀行 5,179

㈱横浜銀行 4,763

その他 6,520

計 31,694

借入先 金額(百万円)

㈱りそな銀行 1,849

㈱三井住友銀行 1,422

シンジケートローン（注） 1,360

㈱横浜銀行 1,308

㈱みずほコーポレート銀行 1,300

その他 2,476

計 9,716

相手先 金額(百万円)

㈱ＳＤＳ 1,275

昭和電線ケーブルシステム㈱ 1,030

吉田電線㈱ 1,028

冨士電線㈱ 794

㈱ケイ・エス・デー 450

安川電材㈱ 290

㈱エステック 284

宮崎電線工業㈱ 162

昭和電線デバイステクノロジー㈱ 143

㈱ロジス・ワークス 118

その他 230

計 5,809

借入先 金額(百万円)

シンジケートローン（注） 4,640

㈱みずほコーポレート銀行 3,014

㈱りそな銀行 2,033

富国生命保険(相) 1,400

㈱三井住友銀行 1,058

㈱横浜銀行 976

その他 3,254

計 16,376



該当事項なし。 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

(1) 会社法第189条第2項各号に掲げる権利 

(2) 会社法第166条第1項の規定による請求をする権利 

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

  

事業年度 4月1日から3月31日まで

定時株主総会 6月中

基準日 3月31日

株券の種類 1株券・100株券・500株券・1,000株券・10,000株券・100株未満株券

剰余金の配当の基準日 9月30日、3月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社 本店

   株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度 第110期(自平成17年4月1日至平成18年3月31日) 

平成18年6月29日 関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

事業年度 第111期中(自平成18年4月1日至平成18年9月30日) 

平成18年12月26日 関東財務局長に提出 

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

自平成17年4月1日至平成18年3月31日の有価証券報告書（第110期）に係る訂正報告書  

平成19年6月27日 関東財務局長に提出 

(4) 半期報告書の訂正報告書 

自平成17年4月1日至平成17年9月30日の半期報告書（第110期中）に係る訂正報告書 

平成18年6月29日 関東財務局長に提出 

自平成18年4月1日至平成18年9月30日の半期報告書（第111期中）に係る訂正報告書 

平成19年2月13日 関東財務局長に提出 

自平成18年4月1日至平成18年9月30日の半期報告書（第111期中）に係る訂正報告書  

平成19年6月27日 関東財務局長に提出 

(5) 有価証券届出書（転換社債型新株予約権付社債の発行）およびその添付書類 

    平成18年8月29日 関東財務局長に提出 

  

  



該当事項なし。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年6月29日

昭和電線ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる昭和電線ホールディングス株式会社（旧昭和電線電纜株式会社）の平成17年4月1日から平成18年3月31

日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、

連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、昭和電線ホールディングス株式会社（旧昭和電線電纜株式会社）及び連結子会社の平成18年3月31

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

1. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係

る会計基準及び固定資産の減損に係る会計基準の適用方針を適用している。 

2.  セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の（注）4事業区分の変更に記載のとおり、会社

は事業区分を変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  前  原  浩  郎  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  古 谷  伸 太 郎  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  倉  持  政  義  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年6月28日

昭和電線ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる昭和電線ホールディングス株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、昭和電線ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されている通り、当連結会計年度より役員

退職慰労金に係る会計方針を、支出時の費用として処理する方法から、内規に基づく期末要支給額を役員退

職慰労引当金として計上する方法に変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  古 谷  伸 太 郎  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  倉  持  政  義  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  飯  塚  正  貴  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年6月29日

昭和電線ホールディングス株式会社 

     取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる昭和電線ホールディングス株式会社（旧昭和電線電纜株式会社）の平成17年4月1日から平成18年3月31

日までの第110期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、昭和電線ホールディングス株式会社（旧昭和電線電纜株式会社）の平成18年3月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

追記情報 

1. 重要な会計方針の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準及び固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針を適用している。 

2. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年2月24日開催の臨時株主総会の決議に基づ

き、平成18年4月1日付で会社分割を行い、持株会社体制に移行した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  前  原  浩  郎  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  古 谷  伸 太 郎  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  倉  持  政  義  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年6月28日

昭和電線ホールディングス株式会社 

     取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる昭和電線ホールディングス株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第111期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、昭和電線ホールディングス株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  古 谷  伸 太 郎  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  倉  持  政  義  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  飯  塚  正  貴  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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